
評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(JAEA､JNFL(2部制訓練対象事業所除く))) 別添４－1
1／1

Ａ Ｂ C

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを
作成している
ものの、全体
が網羅されて
いない又は情
報フローを作
成していない

A A A A A

２－１
事故・プラントの状況

3.6 a 3.8 a 3.5 a 3.3 a 3.1 a

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

3.5 a 3.6 a 3.4 a 2.7 b 2.8 b

２－３
戦略の進捗状況

3.5 a 3.5 a 3.1 a 2.8 b 2.8 b

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表示
システムの使用に
習熟し、情報共有
に活用した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支
障があり、改
善の余地があ
る

- － A 3.5 - － - － A 3.1

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即
応センターの補助
ができていた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支
障があり、改
善の余地があ
る

A 3.8 A 3.6 A 3.7 A 3.7 A 3.8

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプ
ラント班に共有さ
れ、情報共有に資
した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支
障があり、改
善の余地があ
る

A 3.6 A 3.8 A 3.3 B 2.8 B 2.8

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において
必要な際、備付け
資料が活用されて
いた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支
障があり、改
善の余地があ
る

A 3.5 A 4.1 A 3.7 A 3.2 A 3.6

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

A A A A A

５

【Ｐ】

前年度の訓練結果
を踏まえ中期計画
に対して見直しの
検討を行い、今年
度の訓練計画を策
定し、計画的に教
育や訓練等を実施
している。

前年度の訓練結果
を踏まえ中期計画
に対して見直しの
検討を行い、今年
度の訓練計画を策
定している。

前年度の訓練
結果を踏まえ
中期計画に対
して見直しの
検討を行って
いない。

A A A A A

６

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回まで
の訓練の課題につ
いて検証できない

訓練実施計画
等が、前回ま
での訓練の課
題について検
証できない

A A A A A

７

【Ｐ】

全てのプレーヤに
対して全てのシナ
リオを非提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレー
ヤに対して全
てのシナリオ
を提示 A A A A A

８

【Ｐ】

難度が高く多様な
シナリオに取り組
んでいた

適度なシナリオで
あり、シナリオの
多様化に努めてい
た

平易なシナリ
オであった

A A A A A

９

【Ｄ】

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

A A A A A

１０

【Ｄ】

原子力事業者防災
業務計画に定める
全ての項目を実動
で実施

原子力事業者防災
業務計画に定める
一部の項目を実動
で実施

実動なし

A A A A A

１１

【Ａ】

３つ該当 ２～１つ該当 該当なし

A A A A A

１２

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施され
てる

①及び②まで実施
されている

①のみ実施

A A A A A

１３

【Ｐ】
【Ｄ】

原子力防災要員の
総数のうち本訓練
を受ける必要のあ
る者の９０％以上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

A A A A A

１４

【Ｐ】
【Ｄ】

参集が必要な要員
の総数のうち本訓
練を受ける必要の
ある者の９０％以
上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

A A A A A

【Ｄ】

【Ｐ】

届出日 93日 123日 93日 90日 111日

90.6% 90.4% 89.7% 87.2% 86.3%

○指標2,3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5,大変悪い
1)の加重平均(3以上a,2以上b,2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかっ
た項目(評価が括弧付き)は合計から外す

合計点数

6月9日

得点率

令和3年11月9日
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訓練報告書届出日 訓練後経過日数

評価指標だけで表せない
取組等を記述する。

2月10日

１０条通報に要した時間

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○再処理事業所緊急時対策所：全てのプレーヤに非提示
○全社即応センター　　　　：全てのプレーヤに非提示

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・使用施設及び廃棄物管理施設(1/12施設)､
　　原子炉施設(1/7施設)でAL以上

〇EAL(地震・津波等除く)
　第１廃棄物処理棟　AL:0､SE:1､GE:1
  JRR-3　AL:1､SE:1､GE:1

〇場面設定等（3つ以上の付与）
　・時間･気象 ：－
　・場所　　　：－
　○体制：現地対策本部の人員減（3割減）
　○資機材　　：機構TV会議使用不可(全拠点30分)
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
  ○ＯＦＣ対応：OFC模擬派遣､機構本部との情報交換。
  　　　　　　　自治体からの質問回答依頼
　〇その他：汚染傷病者

【参考：シナリオ概要】
　JRR-3で原子炉冷却材の漏えいによる水位低下発生(警戒事象)､
水位低下が進み､原災法第10条・第15条事象に至る。
サイフォンブレーイクにより事態沈静化。
　第1廃棄物処理棟で高性能フィルターの脱落により気体放射性物
質が排気筒から放出され、原災法第10条・第15条事象に至る。系
統及び建家排気設備排気系統を停止し､建家排気設備の高性能フィ
ルターを復旧し､排気設備の運転を再開した。

シナリオの多様化・難度

訓練参加率：103％
・訓練参加者：31名
・計画人数　：30名

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

シナリオ非提示型訓練の実施
状況

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外
部への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

ＪＡＥＡ　原子力科学研究所

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成し、改善策の有効性を確認

4つ該当

〇ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
〇記者等の社外プレーヤの参加
　・防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社(株式会社総合防災ｿﾘｭｰｼｮﾝ)
〇模擬記者会見の実施
　・あり(原科研で模擬記者会見を実施)
〇情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施
　　　（実施箇所:大洗研、実施主体:機構本部）

日本原燃　再処理事業部

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有
が行われている

○概況説明とは別に､状況報告として変化がない
　ことの情報も逐次提供があった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤15%､④31%､③54%､②0%､①0%
・状況だけを発話するのでなく､その事象により
　変化･喪失する機能や能力を伝えることで効率
　的な情報提供ができていた。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④38%､③54%､②0%､①0%
・燃料集合体出口温度トレンドから燃料破損温度の
　時間の外挿等データに基づいた説明があった。
・事象進展予測は､格納容器破損の可能性まで含め
　て行うべき。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④38%､③54%､②0%､①0%
・情報を継続的に入手し､冷却ポンプの起動予告を
　行うなど､戦略の進捗は滞りなく提供された。

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○再処理事業所緊急時対策所：全てのプレーヤに非提示
○全社即応センター　　　　：全てのプレーヤに非提示

4つ該当

〇ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
〇記者等の社外プレーヤの参加
　・近隣の原子力事業者（日本核燃料開発）
〇模擬記者会見の実施
　・あり(大洗研で模擬記者会見を実施)
〇情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施
　　　　　　　　　　（実施主体:機構本部）

4つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（東北電力）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　○再処理施設(1/1施設)､廃棄物管理施設(1/1施設)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　再処理施設　　　AL:2、SE:1、GE:1
　廃棄物埋設施設　AL:0、SE:0、GE:0

○場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間･気象 ：－
　・場所　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：車両事故による燃料補給アクセス不可
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCへの実動派遣(問合対応)
　・判断分岐　：－
　○その他　　：輸送容器の落下･損傷に伴う線量の上昇

【シナリオ概要】
震度６強の地震発生を起因事象とし、再処理事業所は全交流電源
喪失。30分以上継続したことからAL25を判断。使用済燃料プール
は､非常用電源の確保に成功。
再処理施設の重大事故対策(蒸発乾固･水素爆発)を準備中､使用済
燃料プールも全交流電源喪失発生､燃料損傷対策を実施。
水素爆発対策の拡大防止対策の一部が遅延したことにより、水素
爆発の恐れが生じたことからAL44を判断。
廃棄物管理施設で輸送容器が落下､空間線量が上昇。
数日後､余震により使用済み燃料プールは水位が低下し、SE30の水
位に到達する。再処理施設は分離建屋の高レベル廃液濃縮缶温度
上昇により蒸発乾固(GE)を判断する。
その後SA設備により事態沈静化を行う。

中期計画の見直し 前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の
訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　原科研中期計画:2021年3月改訂
　機構本部中期計画:2021年6月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：2回（内訳：原科研1回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：6回（内訳：原科研4回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の
訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　再処理事業部中期計画:2021年10月改正
　全社対策本部中期計画:2021年11月改正
〇計画的な教育や訓練等
　教育：165回（内訳：再処理161回、全社 4回）
　　　　　　（内容：防災教育等）
　訓練：117回（内訳　再処理 77回、全社40回）
　　　　　　（内容：代替電源供給対応訓練、水素掃気空気用
　　　　　　　　　　圧縮空気供給対応訓練等）

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行
い、今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施し
ている。
○中期計画の見直し
　大洗研中期計画:2021年10月改訂
　機構本部中期計画:2021年6月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：2回（内訳：大洗研1回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：3回（内訳：大洗研1回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤21%､④64%､③16%､②0%､①0%
・COP､備付け資料ともに多くのページを準備されてい
　たが、混乱なく的確に説明されていた。
・COPのシートに備付資料の該当ページがあるとわかりやすい。
・COP資料､備付資料の使い方を事前に精査していたた
　め、円滑に情報共有ができた。

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用
した
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④46%､③38%､②8%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ERSSは整備途中なので仕方ないが、トレンドグラフ
　が必要。
・ERSSは､複数の対応が並行して進む再処理施設の状況
　把握に有効。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資
した
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④75%､③13%､②6%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP､備付け資料ともに多くのページを準備されてい
　たが、混乱なく的確に説明されていた。
・改正されたCOPは､十分に機能していた
・COP資料､備付資料の使い方を事前に精査していたた
　め、円滑に情報共有ができた。

令和3年11月30日

A

令和4年2月22日

対象外

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④67%､③33%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは十分に資料共有ができていたのに対して
　本部からの資料を用いた説明が少なかった。

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有
が行われている

△必要な情報(ｵﾝｻｲﾄ)は提供されていたが､ｵﾌｻｲﾄに
　係る情報､放出予測などは不足していた。
　何のためのGEなのかを早い段階で意識すれば､
　環境へのインパクトの説明が必要。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④56%､③31%､②0%､①0%
・初動での確認結果の共有に手間どったが､概ね円
　滑に説明されていた。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④50%､③38%､②6%､①0%
・水素爆発に対する戦略説明で､優先措置と2の矢の
　措置を明確に説明できた。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④63%､③25%､②13%､①0%
・進展予測と収束対応戦略の説明において､戦略の
　進捗状況に係る説明はタイムリーさに欠けていた。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④64%､③36%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・オンサイト総括､プラント班長ラインにも適時説明
　を行っており､有効な活動を実施していた。

特段の支障なく情報共有が行われている。

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④10%､③70%､②10%､①10%
【良好事例、不足する点】
・事象進展対策シートが各対策で分かれていて全体的
　な対応状況と優先順位が不透明だった。
・全体像を包括するCOPがないので､施設状況把握に
　時間を要する。

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

２

【Ｄ】

ＪＡＥＡ　もんじゅＪＡＥＡ　大洗研究所
令和4年3月8日 令和3年12月14日

特段の支障なく情報共有が行われている

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③71%､②7%､①0%
・情報提供は多かったが､情報の整理を行い共有
　できれば良い。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③79%､②21%､①0%
・一通り情報提示されていたが､軽重の考慮がない｡
　戦略は全体像､２の矢､３の矢の提示がない。
・戦略や事故進展に関しての予測の説明ができて
　いれば、良い説明となる。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④8%､③62%､②31%､①0%
・訓練シナリオと公衆被ばく評価の関係など､最悪
　事態の共有などで工夫の余地がありそう。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④67%､③27%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・書画情報等を速やかにリエゾン経由で共有された。
　一方､リエゾン到着前の初動の情報の共有は課題か。

B

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用
した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④15%､③77%､②8%､①0%
【良好事例、不足する点】
・情報の可視化（書画、ERSS等）は、情報整理に有効
　であった。

対象外

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤9%､④55%､③36%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・積極的に発話内容のフォロー等を行い､メインスピー
　カの説明内容の誤認識を指摘する等､プラント班長等
　に適切な情報共有に努めていた。

特段の支障なく情報共有が行われている

〇初動として､訓練対象の核サ研だけでなく他事業
　所を含めも含めて､機構本部として整理する必要
　のある情報を取り纒て共有したのは良かった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④17%､③75%､②０%､①0%
・再処理のＳＦＰの水位変化と予想時刻をグラフ化
  して説明できた。
・事実を伝えるだけで､どのような影響があるかを
　踏まえた対応が不十分で､再確認する場面あった｡

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③67%､②33%､①0%
・対応戦略の説明については後手に回っている印象
  を受けた。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③75%､②25%､①0%
・戦略について時間的進捗の説明が遅かった。

対象外

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤25%､④25%､③50%､②0%､①0%

【良好事例、不足する点】
・リエゾンは､施設をよく理解していて､非常に明快
　な説明がなされた。

ＪＡＥＡ　核燃料サイクル工学研究所
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情報共有のための情報フロー

　指標２については、２－１～２－３につ
てそれぞれ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積
      極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われて
      いる
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地
      がある

その上で、以下により全体としての評価を
決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく
          、積極的に情報共有が行われて
　　　　　いる
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行わ
          れている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の
          余地がある

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③45%､②18%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付資料は体系的に整理されており､ERC窓口の説明
　が不足していても､ある程度は資料で確認できた。
・書画資料を使いながら説明していた点は、分かり
　やすかった。

区
分

No. 指標
基準

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④10%､③60%､②30%､①0%
【良好事例、不足する点】
・資料としてはあるが有効活用ができていない。

Ｅ

Ｒ

Ｃ

プ

ラ

ン

ト

班

と

の

情

報

共

有

A

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④50%､③50%､②0%､①0%

【良好事例、不足する点】
・備付け資料やFaxされた資料で、用語が統一されて
　いないので、混乱が生じた。

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

B

３

【Ｄ】

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有
が行われている

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④57%､③36%､②7%､①0%
・事象の発生や操作の開始など､いつの情報なのか
　しっかり時間を伝えて欲しいと思う。
・本部･原科研とのコミュニケーションをもう少し
　タイムリーかつ詳細にできるとよい。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④50%､③36%､②14%､①0%
・進展シートを活用しての状況報告が密であった。
・収束に向けた対策も意識して､対策シート等を
　初期から活用されたい。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③36%､②29%､①0%
・事象の本質や外部等への影響などの意思した状況
　把握が弱いので､伝わる情報の精度や内容に不足
　が見られる。

4つ該当

〇通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れ無し(第 6,9,12報)
　○15条:誤記・記載漏れ無し(第 6,12報)
　【参考】その他訂正報　なし

〇ＥＡＬ判断根拠の説明
　「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

〇１０条確認会議等の対応
　・10条確認(再処理): 4分（判断14:38、確認14:42）
　・15条認定(再処理): 3分（判断15:19、認定15:22）
　・15条認定(CPF): 7分（判断14:21、認定14:28）
　○判断根拠､対応戦略を簡潔に説明した。

〇第２５条報告
　事象進展に応じて継続して報告がされている
　　14:35(第 7報)対応状況、プラント状況等（CPF）
　　14:55(第10報)対応状況、プラント状況等（CPF）
　　15:13(第11報)対応状況、プラント状況等（再処理）
　　15:37(第13報)対応状況、プラント状況等（再処理）
　　15:55(第14報)対応状況、プラント状況等（再処理）

4つ該当

〇通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れ無し(第 1,3報)
　○15条:誤記・記載漏れ無し(第 3,5報)
　【参考】その他訂正報　なし

〇ＥＡＬ判断根拠の説明
　「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

〇１０条確認会議等の対応
　・10条確認(JRR3): 7分（判断14：11、確認14：18）
  ・15条認定(RWB): 5分（判断14：26、認定14：31）
　・15条認定(JRR3): 4分（判断14：41、認定14：45）
○判断根拠､対応戦略を簡潔に説明した。

〇第２５条報告
　事象進展に応じて継続して報告がされている
　　14:22(第 2報)対応状況、プラント状況等（JRR3）
　　14:43(第 4報)対応状況、プラント状況等（RWB）
　　14:57(第 6報)対応状況、プラント状況等（RWB）
　　15:04(第 7報)対応状況、プラント状況等（JRR3）
　　15:30(第 8報)対応状況、プラント状況等（JRR3）
　　15:34(第 9報)対応状況、プラント状況等（RWB）
　　15:42(第10報)対応状況、プラント状況等（JRR3）
    15:51(第11報)対応状況、プラント状況等（RWB）
    16:11(第12報)対応状況、プラント状況等（JRR3）

　第12報については時系列の時刻修正で16:28に訂正報、
　不足資料の追加で16:44に再訂正報を発信

4つ該当

〇通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れ無し(第 5,7,10報)
　○15条:誤記・記載漏れ無し(第13報)
　【参考】その他訂正報　なし

〇ＥＡＬ判断根拠の説明
　「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

〇１０条確認会議等の対応
　・10条確認(JMTR): 5分（判断13：56、確認14：01）
　・10条確認(常陽): 4分（判断14：20、確認14：24）
　・15条認定: 4分（判断15：25、認定15：29）
　○判断根拠､対応戦略を明瞭簡潔に説明した

〇第２５条報告
　事象進展に応じて継続して報告がされている
　　14:24(第 6報)対応状況、プラント状況等（JMTR）
　　14:56(第 8報)対応状況、プラント状況等（常陽）
　　14:56(第 9報)対応状況、プラント状況等（JMTR）
　　15:22(第11報)対応状況、プラント状況等（常陽）
　　15:22(第12報)対応状況、プラント状況等（JMTR）
　　15:55(第14報)対応状況、プラント状況等（常陽）
　　15:55(第15報)対応状況、プラント状況等（JMTR）

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④67%､③33%､②0%､①0%
・問題意識の共有､背景状況の確認などのためにツール
　が工夫されているが､その効果が発揮されていない。
　伝えたいこと､相手が聞きたいと思っていることを
　意識したコミュニケーションが必要

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④33%､③67%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・多くのデータ提示があったものの、発話で使われる
　ことがあまりなく、有効に活用できなかった。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④33%､③56%､②0%､①0%

【良好事例、不足する点】
・系統概略図に､発生した事象について時刻と当該箇
　所を明示しており､有効な活動であった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④57%､③43%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付資料の頁番号が章等ごとで分割されている。
　短時間での開示が必要なため､通し頁か目次や
　しおり等の工夫が必要。

4つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れ無し(第 7報)
　○15条:誤記・記載漏れ無し(第 8報)
　【参考】その他訂正報　なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「ＥＡＬ判断フロー」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　・10条確認: 4分(判断16:05,確認16:09)
　・15条認定: 4分(判断16:25,認定16:29)
　○発生事象､進展予測､事故収束対応等を簡潔に説明した

○第２５条報告
　拡大防止対策の完了等､重要な状況変化に応じて通報がされた
　　16:34（第 9報）対応状況、プラント状況等
　　17:02（第10報）対応状況、プラント状況等
　第 9報については時系列の時刻修正で､第10報については誤記
　訂正のため､いずれも訂正報を17:17に発信

○最大11分
　○通算第 6報   11分、　○通算第8報    9分
　○通算第10報    5分

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定を作成

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成し、改善策の有効性を確認

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○原子力事業者間の支援活動
・機構対策本部長にモニタリングカーの支援を要請
　モニタリングカーの受入を含めた支援活動を実施
〇原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・原子力事業所災害対策支援拠点（大洗研究所安全情報
　交流棟）の立ち上げを実施
〇原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練を実施
　（茨城地区の要素訓練として実施）

①～③が実施されてる

○3件の問題点から4件の課題が抽出されている
○4件の課題に対して原因分析がされている
○4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策
　が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・再処理施設(1/1施設)､使用施設(1/14施設)でAL以上

〇EAL(地震・津波等除く)
　再処理　AL:1､SE:2､GE:1
  CPF　　 AL:0､SE:1､GE:1

〇場面設定等（3つ以上の付与）
　・時間･気象 ：－
　・場所　　　：－
　○体制　　　：初動時に防災管理者不在
　○資機材　　：機構TV会議使用不可(全拠点30分)
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
  ○ＯＦＣ対応：OFC模擬派遣､機構本部との情報交換。
　〇その他：汚染傷病者

【参考：シナリオ概要】
　地震の発生を起点とし､再処理施設の分離精製工場(MP)にて､使
用済燃料貯蔵槽のプール水位低下・敷地境界での放射線量の上昇
により､原災法第10条・第15条事象に至る。
　核燃料物質使用施設の高レベル放射性物質研究施設(CPF)では､
試験装置オフガス配管の破断及び排気系統のフィルタ機能の喪失
により排気筒から放射性物質が放出され､原災法第10 条・第15 条
事象に至る。
　いずれも漏えい箇所の隔離で沈静化し､冷却水補給･フィルタ復
旧を実施。

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成し、改善策の有効性を確認

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○再処理事業所緊急時対策所：全てのプレーヤに非提示
○全社即応センター　　　　：全てのプレーヤに非提示

参考

現場実動訓練の実施

原

子

力

事

業

者

防

災
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練

の

改

善

へ

の

取

組

前回までの訓練の訓練課
題を踏まえた訓練実施計
画等の策定

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成し、改善策の有効性を確認

①～③が実施されてる

○2件の課題・問題点が抽出されている
○2件の課題・問題点に対して原因分析がされている
○2件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策
　が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

訓練参加率：98.6％
・訓練参加者：345人
・計画人数　：357人

訓練参加率：100％
・訓練参加者：39名
・計画人数　：39名

1

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:「常陽」において､全電源喪失時に､仮設電源及び
　　　　　　仮設照明の設置による原子炉等の監視。
　　　　　　JMTRにおいて身体汚染のある負傷者の救護訓練。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:機構TV会議システムの故障
・連携状況:発災現場、現場指揮所、緊急時対策所、即応センター
・他事業者評価:なし

－

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた
〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・原子炉施設(2/5施設)､使用施設及び廃棄物管理
　　施設(0/21施設)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
 　 JMTR　　　AL:1､SE:1､GE:0
　  常陽 　 　AL:1､SE:2､GE:1

〇場面設定等(３つ以上の付与)
　・時間･気象 ：－
　○場所　　　：ｱｸｾｽﾙｰﾄ瓦礫(ﾐﾆﾎｲﾙﾛｰﾀﾞｰで撤去)
　・体制　　　：－
　○資機材　　：機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFC模擬派遣、質問対応
　・判断分岐　：－
　○その他　　：構内の各非常用発電機へ給油(ﾀﾝｸﾛｰﾘｰ車)
　　　　　　　　汚染傷病者

【参考：シナリオ概要】
　警戒事態に該当する地震の発生を起点とし、原子炉施設である
「常陽」においては、外部電源の喪失及び非常用発電機の故障に
より電源供給機能の異常及び原子炉冷却機能の喪失等により、原
災法第10 条事象、原災法第15 条事象に至る。非常用発電機の起
動、補助冷却系の起動により収束。
　原子炉施設であるJMTRにおいては、使用済み燃料貯蔵槽の水位
低下による冷却機能の喪失により、原災法第10 条事象に至る。サ
イフォンブレイク、給水の実施により収束。

３つ該当

〇他原子力事業者への視察
  ・ERC（統原防NW）：NDC、東電福島第1,2、原燃埋設
〇自社訓練の視察受入れ：
　・東海ノア協定【日本核燃料開発､核物質管理ｾﾝﾀｰ､
　　積水ﾒﾃﾞｨｶﾙ､日揮ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ】、
　　日本原燃全社
〇ピアレビュー等の受入れ：あり(総合防災ｿﾘｭｰｼｮﾝ)

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

○原子力事業者間の支援活動
・機構対策本部長にモニタリングカーの支援を要請
　モニタリングカーの受入を含めた支援活動を実施
〇原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・原子力事業所災害対策支援拠点（機構本部駐車場）を立
　ち上げ､モニタリングカーの一時受け入れを実施
〇原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練を実施
　（茨城地区の要素訓練として実施）

3 4

○最大5分
　○JRR3  通算第 1報 7分、通算第 5報 4分
　○第一廃棄物処理棟 通算第 3報 5分

78.5 /90点　※指標3-1対象外

－

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:制御棒挿入不全復旧対応（資材準備､保護具着用の現場作業）
　　　　　 原子炉冷却機能喪失復旧対応（保護具着用の現場作業）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、緊急時対策所、即応センター
・他事業者評価:なし（他拠点の訓練モニタ）

5月23日

○最大13分
　○JMTR　通算第5報:13分
　○常陽　通算第7報:12分、通算第10報:12分、通算第13報:12分

81.5 /90点　※指標3-1対象外

－

4つ該当

〇通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れ無し(第 6,8報)
　○15条:誤記・記載漏れ無し(第10報)
　【参考】その他訂正報　なし

〇ＥＡＬ判断根拠の説明
　「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

〇１０条確認会議等の対応
　・10条確認: 8分（判断14：41、確認14：49）
　・15条認定: 4分（判断15：37、認定15：41）
　○判断根拠､対応戦略を簡潔に説明した。

〇第２５条報告
　事象進展に応じて継続して報告がされている
　　15:09(第 7報)対応状況、プラント状況等
　　15:31(第 9報)対応状況、プラント状況等
　　15:58(第11報)対応状況、プラント状況等

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○原子力事業者間の支援活動
・若狭支援連携本部へ関西電力､日本原電から要員の受入
　を実施

〇原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・資機材の受入を敦賀地区の要素訓練として実施

〇原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練・操作訓練を要素訓練にて実施

4つ該当

〇ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
〇記者等の社外プレーヤの参加
　・防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社(株式会社総合防災ｿﾘｭｰｼｮﾝ)
〇模擬記者会見の実施
　・あり(核サ研で模擬記者会見を実施)
〇情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施
　　　（実施箇所:大洗研、実施主体:機構本部）

訓練参加率：103％
・訓練参加者：65名
・計画人数　：63名

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:Puセンター臨界発生に伴う退避者のスクリーニング
　　　　　 再処理消火対応活動
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、緊急時対策所、即応センター
・他事業者評価:なし

－

①～③が実施されてる

○2件の課題・問題点が抽出されている
○2件の課題・問題点に対して原因分析がされている
○2件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策
　が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

○最大24分
　○CPF　 ：通算第 6報  18分
　○再処理：通算第9報  24分 、通算第12報 　8分(SE01)、14分(GE01)

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・原子炉施設(1/1施設)でAL以上

〇EAL(複数の異なるEAL区分)
　AL:2､SE:2､GE:1

〇場面設定等（3つ以上の付与）
　・時間･気象 ：－
　○場所：燃料池アクセス扉の故障
　○体制：初動時の管理者及び班長(4名)不在
　○計器の故障：機構TV会議,FAX機が30分程度使用不能
　・計器故障　：－
　〇ＯＦＣ対応：OFC模擬派遣､機構本部との情報交換
　・判断分岐　：－
　〇その他：汚染傷病者

【参考：シナリオ概要】
　警戒事態に該当する地震の発生を起点とし、燃料池水の漏洩が
発生し水位が低下したことに伴い、「使用済燃料貯蔵槽の冷却機
能喪失・放射線放出」により原災法第10条事象、原災法第15条事
象に至る。
　中央制御室近辺で火災発生による環境悪化により原災法第10条
事象に至る。
　サイフォンブレイク、純水供給及び局所排気装置の設置・起動
により収束。

訓練参加率：91％
・訓練参加者：282名
・計画人数　：311名

訓練参加率：94％
・訓練参加者：31名
・計画人数　：33名

○最大4分
　○通算第7報    4分
　○通算第8報    2分

３つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：13訓練、緊急時対策所：0訓練※
○自社訓練の視察受入れ
　・東京電力HD(株)､東北電力(株)､電源開発(株)､
　　リサイクル燃料貯蔵(株)
○ピアレビュー等の受入れ
　・東北電力

３つ該当

○他事業者への視察→あり
　・ERC（統原防NW）：東北女川、日本原電東海第二、
　　　　　　　　　　 東電福島第1,2、原燃埋設

〇自社訓練の視察受入れ：東海ノア協定【核物質管理ｾﾝﾀｰ】
〇ピアレビュー等の受入れ：あり(総合防災ｿﾘｭｰｼｮﾝ)

訓練参加率：100％
・訓練参加者：95名
・計画人数　：95名

訓練参加率：94％
・訓練参加者：32名
・計画人数　：34名

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の
訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　もんじゅ中期計画:2021年9月改訂
　敦賀本部中期計画:2021年9月改定
　機構本部中期計画:2021年6月改訂
○計画的な教育や訓練等
　防災教育：3回（内訳：もんじゅ1回､敦賀本部1回､機構本部1回）
　防災訓練：14回（内訳：もんじゅ6回､敦賀本部6回､機構本部2回）
 （内容：情報共有訓練など）

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○緊急時対策所:全てのプレーヤに非提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

○緊急時対策所:全てのプレーヤに非提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○原子力事業者間の支援活動
・機構対策本部長にモニタリングカーの支援を要請
　モニタリングカーの受入を含めた支援活動を実施
〇原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・原子力事業所災害対策支援拠点（原子力科学研究所安全
　管理棟）の立ち上げを実施
〇原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練を実施
　（茨城地区の要素訓練として実施）

３つ該当

〇他事業者への視察→あり
　・ERC（統原防NW）：関電大飯、原燃再処理
　　　　　　　　　　 東電福島第1,2、原燃埋設

〇自社訓練の視察受入れ：あり【日本原燃株式会社、
　　　　　　　　　　　　　　　リサイクル燃料貯蔵】

〇ピアレビュー等の受入れ：あり(総合防災ｿﾘｭｰｼｮﾝ)

３つ該当

〇他事業者への視察→あり
　・ERC（統原防NW）：関電大飯、東電福島第1,2、原燃埋設

〇自社訓練の視察受入れ：あり【日本原燃株式会社】

〇ピアレビュー等の受入れ：あり(総合防災ｿﾘｭｰｼｮﾝ)

①～③が実施されてる

○2件の課題・問題点が抽出されている
○2件の課題・問題点に対して原因分析がされている
○2件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策
　が検討されている

【参考】
・前回訓練から改善されていない課題】
なし
・前前回訓練から改善されていない課題】
ERSSを活用した情報共有：改善確認完了

①～③が実施されてる

○2件の課題・問題点が抽出されている
○2件の課題・問題点に対して原因分析がされている
○2件の課題・問題点に対して原因分析を踏まえた対策
　が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行
い、今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施し
ている。

○中期計画の見直し
　核サ研中期計画:2021年6月改訂
　機構本部中期計画:2021年6月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：2回（内訳：核サ研1回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：5回（内訳：核サ研3回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:使用済燃料貯蔵槽（燃料池）の漏水隔離対応
　　　　　 構内におけるモニタリングカーによる放射線測定訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:通信システムの故障
・連携状況:現場、緊急対策室、敦賀本部、即応センター
・他事業者評価:なし

3つ該当

〇ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
▲記者等の社外プレーヤの参加
　・なし
〇模擬記者会見の実施
　・あり(東京事務所で模擬記者会見を実施)
〇情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施
　　　　　　　　　　（実施主体；機構本部）

4月4日

80.7 /90点　※指標3-1対象外

2 5

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○原子力事業者間の支援活動
・総合訓練で､原子力事業者間協定に基づき他事業者への事象発生
　連絡･支援要請。個別訓練で実働支援活動を実施(東北電力(株))
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　総合訓練で原子力事業所災害対策支援拠点への要員派遣。
　全社対策本部との(情報共有)を実施。
○原子力緊急事態支援組織との連動
・総合訓練で原子力緊急事態支援組織への支援要請連絡を実施。
・個別訓練で原子力緊急事態支援組織とのロボット操作訓練を
　実動で実施

訓練参加率：92％
・訓練参加者：408名
・計画人数　：442名

訓練参加率：100％
・訓練参加者：127名
・計画人数　：127名

4月2日

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:アクセスルートの確認、可搬型水位計による使用済燃料
　プールの水位測定
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:あり(余震による対策要員の一部負傷)
・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携
・他事業者評価:なし

－

85.9 /95点 82.0 /95点



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL(2部制訓練対象事業所除く))) 別添４－２
1／8

Ｂ Ｃ

ＪＮＦＬ再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ  
JAEA大洗研究所 JAEA核燃料サイクル工学研究所
JAEA原子力科学研究所

2-1評価 2-2評価 2-3評価

ＪＮＦＬ再処理事業部 3.8 a 3.6 a 3.5 a

JAEA大洗研究所 3.6 a 3.5 a 3.5 a

JAEA原子力科学研究所 3.5 a 3.4 a 3.1 a

JAEA核燃料サイクル工学研究所 3.3 a 2.7 b 2.8 b

JAEA高速増殖原型炉もんじゅ 3.1 a 2.8 b 2.8 b

特
徴
的
な
実
施
内
容

備
考

　

全般：特段の支障なく情報共有が行われている
状況：情報提供は多かったが､情報の整理を行い共有できれば良い。
進展：一通り情報提示されていたが､軽重の考慮がない｡戦略は全体像､２の矢､３の矢の提示がない。
戦略：訓練シナリオと公衆被ばく評価の関係など､最悪事態の共有などで工夫の余地がありそう

事業所 特記事項事故・プラ
ント状況

進展予測
と収束戦略

戦略の進
捗状況

全般：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている。
状況：初動での確認結果の共有が手間どったが､概ね円滑に説明されていた。。
進展：水素爆発に対する戦略説明で､優先措置と2の矢の措置を明確に説明できた。
戦略：進展予測と収束対応戦略の説明に対し､戦略の進捗状況がタイムリーにされていなかった

全般：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている。
状況：状況だけを発話するのでなく､その事象により変化･喪失する機能や能力を伝えることで効率的な情報提供ができていた。
進展：燃料集合体出口温度トレンドから燃料破損温度の時間の外挿等データに基づいた説明があった。
戦略：情報を継続的に入手し､冷却ポンプの起動予告を行うなど､戦略の進捗は滞りなく提供された。

全般：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている。
状況：事象の発生や操作の開始など､いつの情報なのかしっかり時間を伝えて欲しいと思う。
進展：進展シートを活用しての状況報告が密であった。
戦略：事象の本質や外部等への影響などの意思した状況把握が弱いので､伝わる情報の精度や内容に不足が見られる。

全般：特段の支障なく情報共有が行われている
状況：事実を伝えるだけで､どのような影響があるかを踏まえた対応が不十分で､再確認する場面あった｡
進展：対応戦略の説明については後手に回っている印象を受けた。
戦略：戦略について時間的進捗の説明が遅かった。

情報共有に支障があり、改善の余地がある 0

施
設

R3.11.30 R3.12.14  
R3.11.9
R4.3.8

 
 

基
準

Ａ

必要な情報に不足や遅れがなく、
積極的に情報共有が行われている

3 特段の支障なく情報共有が行われている 2

R4.2.2

 ２－１：現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況について、
　　　　ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 ２－２：事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班との情報共有が
　　　　十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価す
　　　　る。

 ２－３：事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。 A(ａａａ,ａａｂ)：必要な情報に不足や遅れがなく、

　　　　　　　　積極的に情報共有が行われている

 B(ａｂｂ,ｂｂｂ)：特段の支障なく､情報共有が行わ
　　　　　　　　れている
 C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設全体を俯瞰した現況について、テレビ
会議システム等での発話等により説明ができたかを評価の観点とする。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

区分
情報共有・通報

（ＥＲＣプラント班との情報共有）
指標２

 ２－１～２－３について以下の基準で個別評価
 し､その結果で全体としての評価を行う
　 a: 必要な情報に不足や遅れがなく、積極的
　　　に情報共有が行われている
 　b: 特段の支障なく情報共有が行われている
　 c: 情報共有に支障があり、改善の余地がある

評価対象の
考え方など



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL(2部制訓練対象事業所除く))) 別添４－２
2／8

Ａ C

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JNFL 再処理事業部 JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

３－１ プラント情報表示システムの使用
情報表意装置 良好事例、不足する点

JNFL 再処理事業部 ERSS ERSSは整備途中なので仕方ないが、トレンドグラフが必要。　ERSSは､複数の対応が並行して進む再処理施設の状況把握に有効。

JAEA もんじゅ ERSS 情報の可視化（書画、ERSS等）は、情報整理に有効であった。

３－２ リエゾンの活動 ３－３  ＣＯＰの活用 ３－４ 　ＥＲＣ備付け資料の活用
評価 ○：良好事例、▲：問題点 評価 評価

３－２ ３－３ ３－４

JAEA 大洗研 3.8 JNFL再処理 3.8 JNFL再処理 4.1

JAEA もんじゅ 3.8 JAEA 大洗研 3.6 JAEA 原科研 3.7

JAEA 原科研 3.7 JAEA 原科研 3.3 JAEA もんじゅ 3.6

JAEA 核サ研 3.7 JAEA 核サ研 2.8 JAEA 大洗研 3.5

JNFL再処理 3.6 JAEA もんじゅ 2.8 JAEA 核サ研 3.2

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた。
▲：短時間での開示が必要なため､通し頁か目次や
　しおり等の工夫が必要。

備
考

R3.11.30

区分
情報共有・通報

（情報共有のための
ツール等の活用）

指標３

３－１プラント情報表示システムの使用
　A：プラント情報表示システムの使用に習熟し､情報
　　共有に活用した
　B：特段の支障なく情報共有が行われている。
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－２リエゾンの活動
　A：情報共有に係る即応センターの補助ができていた
　B：特段の支障なく情報共有が行われている。
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－３ＣＯＰの活用
　A：ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に
　　資した
　B：特段の支障なく情報共有が行われている。
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－４ＥＲＣ備付け資料の活用
　A：情報共有において必要な際、備付け資料が活用
　　されていた
　B：特段の支障なく情報共有が行われている。
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

評価対象の
考え方など

総
合

ツール等の活用が行われている：使用可能なツールが全てA
評価

3 ツールを使った情報提供を行っている：Ｂ評価がある。

３-１プラント情報表示システムの使用：実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応センターが
　　　同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等
　　　の情報共有しているかを評価する。
      　（プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ、これと同等のプラント情報表示システム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことで

　　　  あり、ＥＲＣプラント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有できるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班または

　　　　即応センターがそれぞれで必要な時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。）

３-２リエゾンの活動：ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に応じ事業者が定める
　　　リエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班
　　　の意向等を即応センター等に伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。

３-３ＣＯＰの活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において､ＣＯＰを用い情報共有がなされているかを評価する。
　　　ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているか
　　　を評価する。
　　　※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される
　　　　　図表であって、各社で様式や名称は異なる。

　　　 ※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

３-４ＥＲＣ備付け資料の活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用して情報共有を
　　　しているかを評価する。
また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

2 ツール等の活用に改善の余地がある：Ｃ評価がある 0

施
設

R3.11.9
R4.2.22

特
徴
的
な
実
施
内
容

事業所 評価値

3.5

事業所 事業所

情報共有に係る即応センターの補助ができていた
○：書画情報等を速やかに共有された。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた。
○：積極的に発話内容のフォロー等を行い､
　メインスピーカの説明内容の誤認識を指摘

特段の支障なく情報共有が行われている。
▲：資料としてはあるが有効活用ができていない。

COPがERCプラント班に共有され、情報共有に資した。
▲：系統概略図に､発生した事象について時刻と当該箇
　所を明示しており､有効な活動であった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた。
▲：用語が統一されていないので、混乱が生じた。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた。
○情報共有に係る即応センターの補助ができてい
た。

COPがERCプラント班に共有され、情報共有に資した。
▲多くのデータ提示があったものの、発話で使われ
ることがあまりなく、有効に活用できなかった。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた。
○オンサイト総括､プラント班長ラインにも適時説明
を行っており､有効な活動を実施していた。

特段の支障なく情報共有が行われている。
▲：全体像を包括するCOPがないので､施設状況
　把握に時間を要する。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた。
○：備付資料は体系的に整理されており､ERC窓口の説明
　が不足していても､ある程度は資料で確認できた。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた。
▲：伝えたいこと､相手が聞きたいと思っていることを
　意識したコミュイケーションが必要

3.1

R4.3.8

○：良好事例、▲：問題点 事業所 ○：良好事例、▲：問題点

情報共有に係る即応センターの補助ができていた。
○：施設をよく理解していて､非常に明快な説明
　がなされた。

COPがERCプラント班に共有され、情報共有に資した。
○：多くのページを準備されていたが、混乱なく的確に
　説明されていた。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた。
○：多くのページを準備されていたが、混乱なく的確に説明
　されていた。

R3.12.14



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL(2部制訓練対象事業所除く))) 別添４－２
3／8

Ａ Ｂ Ｃ

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

②関連 ④関連

報告数

7通

4通

３通

５通

５通

備
考

特
徴
的
な
実
施
内
容

ＪＡＥＡ原科研
ＥＡＬ判断
根拠資料

JAEA核サ研

JAEAもんじゅ
発生事象

　確認シート

発生事象
　確認シート

JNFL再処理
発生事象

　確認シート

事業所 判断根拠の説
明に使用したﾂｰ

ﾙ

JAEA 大洗研
発生事象

　確認シート

JAEAもんじゅ ○ ○

0

発
電
所

R3.11.9
R3.11.30

区分 情報共有・通報 指標４

確実な通報・連絡の実施
　①通報文の正確性
　②ＥＡＬ判断根拠の説明
　③１０条確認会議等の対応
　④第２５条報告

評価対象の
考え方など

特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅速に行われているか評価する。

　① 特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象に係る通報文について、記載の誤記、
　　　漏れ等がないことを評価する。
　　　なお、万一、誤記、記載漏れがあった場合は訂正報が確実に行われていることを確認する。

　② 事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議
　　　システム等）においてＥＲＣプラント班に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。

　③ 上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
　　　の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対
　　　応等の説明を適切かつ簡潔に行われたか評価する。

　④ 第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われたか評価する。

R3.12.14
R4.2.22
R4.3.8

基
準 ４つ該当 5

○ ○

○ ○ ○

JAEA核サ研 ○ ○ ○ ○

ＪＡＥＡ原科研 ○

0 ２つ以下

JNFL再処理 ○ ○ ○ ○

JAEA 大洗研 ○ ○ ○ ○

３つ該当

事業所
①通報の
正確性

②判断根
拠の説明

③１０条確認
会議等の対応

④第25条
報告



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL(2部制訓練対象事業所除く))) 別添４－２
4／8

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

事業所 見直し月 【参考】　即応センター中期計画改訂 教育・訓練関係
JAEA大洗研
JNFL再処理
JAEAもんじゅ
JAEA核サ研
ＪＡＥＡ原科研究

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

項目

JAEA 大洗研

JNFL再処理

JAEAもんじゅ

JAEA核サ研

ＪＡＥＡ原科研

特
徴
的
な
実
施
内
容

事業所
前回

課題数
検証

課題数

訓練実施計画等が、一部前回
までの訓練の課題について検
証できない

0
訓練実施計画等が、前回までの訓
練の課題について検証できない

0

施
設

R3.11.9
R3.11.30
R3.12.14
R4.2.22
R4.3.8

指標６
前回までの訓練の訓練課題を踏まえた

訓練実施計画等の策定
評価対象の
考え方など

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証できる
計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確認す
る。
　また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例えば、訓練評価者が使用する評価チェックリ
スト（改善策の有効性を検証するための評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されていること）が明確になって
いるかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる 5

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組

施
設

R3.11.9
R3.11.30

実
施
内
容

Ｂ Ｃ

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

5
前年度の訓練結果を踏まえ中期計
画に対して見直しの検討を行い､今
年度の訓練計画を策定している。

0
前年度の訓練結果を踏まえ中期計
画に対して見直しの検討を行ってい
ない。

0

R3.12.14
R4.2.22
R4.3.8

基
準

Ａ

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組
指標５ 中期計画

評価対象の
考え方など

　中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画への反映の有無の検討を実施（必要に応じ
計画に反映）し、対応能力向上に努めているかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確認する。



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL(2部制訓練対象事業所除く))) 別添４－２
5／8

Ｂ C

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

特
徴
的
な
実
施
内
容

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組
指標７ シナリオ非提示型訓練の実施状況

Ａ，Ｃ以外 0 全てのプレーヤに対して全てのシナリオを提示 0

施
設

R3.11.9
R3.11.30

評価対象の
考え方など

　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
　シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といった訓練の前提条件は含まない）が事前演習等
も含め全く提示されていない場合をシナリオ非提示とする。

R3.12.14
R4.2.22
R4.3.8

基
準

Ａ

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示 5



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL(2部制訓練対象事業所除く))) 別添４－２
6／8

Ａ B C

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JAEA原子力科学研究所（原科研）

JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）

JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）

JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

JAEA 大洗研：○原子炉施設(2/5施設)､使用施設等(0/21施設)でAL以上 。○AL:2､SE:3､GE:1

　常陽：地震による電源供給機能の異常及び原子炉冷却機能の喪失等により、SE,GEに至る。

　JMTR：使用済み燃料貯蔵槽の水位低下による冷却機能の喪失により、SEに至る。

　多様性：○ OFC要員派遣（QA対応）、アクセスルート障害、機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)、発電機への燃料給油

JNFL 再処理事業部：○再処理施設(1/1施設)､廃棄物管理施設(1/1施設)でAL以上。○AL:２､SE:１､GE:1

　廃棄物管理施設：地震起因で輸送容器が落下､空間線量が上昇。

　再処理施設：地震によるＳＦＰ水位によりが低下し、SEに至る。分離建屋の高レベル廃液濃縮缶温度上昇で蒸発乾固(GE)を判断。

　多様性：○ OFCへ派遣（QA対応）、車両事故による燃料補給アクセス不可、汚染傷病者、火災

JAEA もんじゅ：○原子炉施設(1/1施設)でAL以上。　○AL:2､SE:2､GE:１

　地震起点で、火災による中央制御室環境悪化によりSEに該当。

　燃料池水の漏洩が発生し水位が低下し、冷却機能喪失・放射線放出によりSE,GEに至る。

　多様性：○ OFC要員派遣（QA対応）、初動時の班長不在、機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可、燃料池アクセス扉の故障等

JAEA 核サ研：○再処理施設(1/1施設)､使用施設(1/14施設)でAL以上。○AL:1､SE:3､GE:2

　再処理施設：地震を起因として分離精製工場にて､SFP水位低下・敷地境界における放射線量の上昇によりSE,GEに至る。

　高レベル放射性物質研究施設：配管破断及びフィルタ機能喪失により放射性物質が放出され､SE,GEに該当。

　多様性：○ OFC要員派遣（QA対応）、初動時の機能班班長不在、機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可、汚染傷病者 用語

JAEA 原科研：○放射性廃棄物処理場･使用施設等(1/12施設)､原子炉施設(1/7施設)でAL以上。○AL:1､SE:2､GE:2 ＡＬ：警戒事態 ＳＥ：施設敷地緊急事態 GE：全面緊急事態
　JRR-3：原子炉冷却材の漏えいによる水位低下によりSE,GEに至る。 OFC：オフサイトセンター ＳＢＯ：全交流動力電源喪失 SFP：使用済み燃料プール(ピット)
　第1廃棄物処理棟：高性能フィルターの脱落により気体放射性物質が放出され、SE,GEに該当。 JMTR：材料試験炉 ＪＲＲ－３：高性能汎用研究炉 　

　多様性：○OFC要員派遣（QA対応）、現地対策本部の人員減、機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可、疾病負傷者 　　 　

R3.11.30

特
徴
的
な
実
施
内
容

備
考

評価の考え方は以下の通り
　①発災を想定する施設(複数又は全施設)　で○　　②ＥＡＬ(複数の異なるＥＡＬ区分：SE01＋GE01は1区分)　で○　　③場面設定が３つ以上の付与で○　評価:○が３つでＡ､２つでＢ､他はＣ

　　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤーへ難度の高い課題を与えているか、シナリオ
の多様化に努めているかを確認する。

　事業所の号機数と重大事故等を想定する号機数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻度、発災原因（自然災害、機器
故障など）、プラント状態、場面設定（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイト
センターを想定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断
分岐となるポイントやマルファンクションの数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・難度の取り組みについ
て総合的に確認する。

基
準 難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた。 5 適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた。 0

平易なシナリオ
であった。

0

R3.12.14

R4.2.22

施
設

R3.11.9 R4.3.8

区分
原子力事業者防災訓練の改善へ

の取組
指標８ シナリオの多様化・難度

評価対象の
考え方など



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL(2部制訓練対象事業所除く))) 別添４－２
7／8

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

Ａ Ｂ Ｃ

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

施
設

基
準

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組

基
準

区分
原子力事業者防災訓練の改善へ

の取組
指標１１

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

評価対象の
考え方など

R3.12.14
R4.2.22
R4.3.8

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレビュー等を求めるといった取組について確認
する。
　①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。また、③は原子力や防災に関連する第三者機関による評価のほ
か、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた場合も実績に含める。

R3.11.9
R3.11.30
R3.12.14
R4.2.22
R4.3.8

指標１０

後方支援活動
①事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織との連動

評価対象の
考え方など

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を評価する。実動とは、物資又は人の移動を
伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に機能させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。評価の対象とはしないが、実
動で訓練を行わない場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対応と同じ連絡先と情報のやり取りを実施す
ることをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

　①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めている事業所、③は原子力緊急事態支援組織が求められている
事業所に限り評価対象とする。なお、事業者間の協定等がない事業所であって、自社の他事業所からの支援活動が定めている
場合は評価対象とする。

0
原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動

で実施
0

原子力事業者防災業務計画
に定める全ての項目を実動で実施

5

Ａ B Ｃ

実働なし

該当なし

C

0 0

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組
指標９

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情報発信

評価対象の
考え方など

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、どの程度現実的な状況を模擬しているか
評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師なども対象とする。④の情報発信ツールについ
ては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有する事業者であって、本店の広報班等が行う
広報活動の内容が同一の場合に限り、他の原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

Ｂ

１～２つ該当

Ａ

３つ以上該当 5

施
設

R3.11.9
R3.11.30
R3.12.14
R4.2.22
R4.3.8

３つ該当 5 ２～１つ該当 0 該当なし 0

施
設

R3.11.9
R3.11.30

基
準



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL(2部制訓練対象事業所除く))) 別添４－２
8／8

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）
JNFL 再処理事業部（JNFL再処理）
JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研）

事業所 10条通報に要した時間(分) 現場実動訓練の実施 訓練後経過日数

JAEA 大洗研 13 12 12 12 97日

JNFL 再処理 4 2 123日

JAEA もんじゅ 11 9 5 111日

JAEA 核サ研 18 24 14 8 90日

JAEA 原科研 7 5 4 93日

基
準

施
設

区分

R3.11.9
R3.11.30

原子力事業者防災訓練の実績 指標１４ 緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター）
評価対象の
考え方など

　参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数
　なお､この指標は即応センターが求められている事業所に限り評価対象とする。

R3.12.14

８０％以上、９０％未満 ８０％未満 0

基
準 0

R4.2.22
R4.3.8

施
設

R3.11.9
R3.11.30
R3.12.14
R4.2.22
R4.3.8

区分 原子力事業者防災訓練の実績 指標１３ 緊急時対応要員の訓練参加率（事業所）
評価対象の
考え方など

　原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

基
準

Ａ B

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある
者の９０％以上

5

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

指標１２

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

評価対象の
考え方など

区分

８０％以上、９０％未満

総合訓練で実施：制御棒挿入不全復旧対応（資材準備､保護具着用の現場作業）、 原子炉冷却機能喪失復旧対応（保護具着用の現場作業）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし　・連携状況:現場、緊急時対策所、即応センター　・他事業者評価:なし

R4.6.9

訓練報告書
届出日

R3.12.14

R4.3.8

総合訓練で実施:「常陽」において､全電源喪失時の仮設電源、仮設照明設置による原子炉等の監視。JMTRにおいて身体汚染のある負傷者の救護訓練。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:機構TV会議システムの故障・連携状況：現場、緊急時対策所、機構本部と連携。・他事業者評価なし

R4.2.14

総合訓練で実施：アクセスルートの確認、可搬型水位計による使用済燃料プールの水位測定:自衛消防班による消火活動、UF6 漏えい停止措置訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし。　・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携。・他事業者評価:なし

施
設

R3.11.9
R3.11.30

R4.4.2

R4.2.22

C

総合訓練で実施：使用済燃料貯蔵槽（燃料池）の漏水隔離対応、構内におけるモニタリングカーによる放射線測定訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:通信システムの故障　・連携状況:現場、緊急対策室、敦賀本部、即応センター・他事業者評価:なし

R4.4.4

総合訓練で実施：Puセンター臨界発生に伴う退避者のスクリーニング、 再処理消火対応活動
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし・連携状況:現場、緊急時対策所、即応センター・他事業者評価:なし

R4.5.23

0

　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、その課題に対する原因分析を行い、原因分
析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載により
確認する。
　①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし何ができて何ができなかったのか分析した上で
課題が抽出されていること、②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されていることを確認す
る。
　なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価については、この指標で確認する。

①～③が実施されている 5
①及び②まで

実施されている
①のみ実施 0

Ａ B C

８０％未満 0

Ａ B C

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある
者の９０％以上

5

0



評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(JAEA,JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－３
1/7

Ａ Ｂ Ｃ 9月7日 10月12日 10月15日

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班との
情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

A

改善の取組により能力向上が図られている。

①ERCプラント班との情報共有
○ＥＲＣプラント班に対して緊急時対策所から必要な情報が積極的
かつ分かりやすく情報提供されていた。
○事故収束対応戦略について情報共有が図られていた。
○戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練を実施したためリエゾン活動は評価対象外
－　２部制訓練を実施したためＣＯＰ活用は評価対象外
○　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況が示されて
いた。

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ERCプラント班との情報共有
▲　警戒事象発生からERCへの連絡に遅れがあった。
▲　事故収束対応戦略に複層的な戦略が示されなかった。
○　戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
○　リエゾンによるサポートがなされていた。
○　事故収束戦略シートを用いて事故収束対応戦略が示されてい
た。
○　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況が示されて
いた。

A

改善の取組により能力向上が図られている。

①ERCプラント班との情報共有
○ＥＲＣプラント班に対して緊急時対策所から必要な情報が積極的
かつ分かりやすく情報提供されていた。
○事故収束対応戦略について情報共有が図られていた。
○戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練を実施したためリエゾン活動は評価対象外
－　２部制訓練を実施したためＣＯＰ活用は評価対象外
○　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況が示されて
いた。

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

A

４つ該当

○ＦＡＸ等の通報
・第１０条＆第１５条事象（SE02，GE02同時発災）:６分
・第１０条事象（SE05）:４分

○通報文の正確性
・通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報されていた。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
・防災業務計画に基づき判断根拠の説明ができた。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（５回報
告）

B

３つ該当

○ＦＡＸ等の通報
第１０条＆第１５条事象:１３分
※１０条事象と１５条事象は同時発災

▲通報文の正確性
１０条通報は必要な事項が記載されていたが、第10条通報は排気モ
ニタの検出値が判断基準を超えた状態の時系列ではなく１０分継続
したことを記載すべき。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
防災業務計画に基づき判断根拠の説明ができた。

○第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（2回報告）

A

４つ該当

○ＦＡＸ等の通報
・第１０条事象（SE01):７分
・第１０条事象（SE01）:６分
・第１５条事象（GE01）：６分

○通報文の正確性
・通報文は誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報されていた。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
・防災業務計画に基づき判断根拠の説明ができた。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（２回報
告）

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を
接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作され
ていた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作され
ていた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作され
ていた。

4

(P)

中期計画の見直し 前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定
し、計画的に教
育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定し
ている。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を
行っていない。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和3年６月、７月
○前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを
行っている。 A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和３年８月
○前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを
行っている。 A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和3年６月、９月
○前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを
行っている。

5

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練
シナリオを設定していた。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練
シナリオを設定していた。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練
シナリオを設定していた。

6

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提
示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

A

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

A

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

A

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

7

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ

【１部訓練】
（シナリオ概要）
地震により１ウラン貯蔵庫において、UF6を内包したシリンダが落下
し電源ケーブル切断により火災が発生しUF6漏洩のおそれ。消火によ
り収束。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・加工施設(1/1施設)､使用施設等(1/3施設)で同時発災
・自然災害の発生に伴うアクセスルート使用困難
・機構TV 会議システムが20分程度使用不能（2か所の現場指揮所,現
地対策本部）
・消防水利への給水ポンプ操作盤の操作ミス

【２部訓練】
（シナリオ概要）
　地震によりウラン貯蔵庫において、UF6を内包したシリンダが落下
し電源ケーブル切断により火災が発生。放射性物質の放出により
SE05及び原災法第SE02、GE02に該当。
　（シナリオ多様化）
・複数の異なるEALを設定していた（SE02/GE02、SE05）

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた。

（シナリオ概要）
平日勤務時間帯に発生した震度６弱の地震により、臨界装置施設内
で火災が発生し燃料室への延焼により燃料が破損し、SE01,GE01に至
る。

（EAL判断数）
AL:0（地震に係るAL通報を除く）、SE:1、GE1

（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・放射線管理要員不足による本社への応援を設定
・建屋倒壊による避難経路変更を設定
・モニタリングポスト１台の故障を設定

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ

【１部訓練】
（シナリオ概要）
地震による屋外斜面の崩落により、廃棄物運搬車が横転し車両火災
が発生。車両周辺の放射線量の若干上昇が確認されるもMP変動な
し。消火により収束。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・現地対策本部施設班長の一時不在
・敦賀OFCへの実動派遣（模擬OFC員へ説明を実働）
・機構TV 会議システムが30分程度使用不能（現対本部）
 ・給電のトラブル情報→緊急対策所への電源供給準備

【２部訓練】
（シナリオ概要）
地震による使用済燃料貯蔵プール水位低下による敷地境界付近の放
射線量の上昇によりSE,GEに至る。外部電源復旧させ、補給水ポンプ
での補給により水位回復。
　（シナリオ多様化）
・複数の異なるEALを設定していた
　（SE01→SE01判断基準から除外→SE01、GE01）

8

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
（他原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情
報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

A

4つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
〇②記者等の社外プレーヤの参加
　防災関連のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社(株式会社総合防災ｿﾘｭｰｼｮﾝ)
〇③模擬記者会見の実施
　あり(人形峠で模擬記者会見を実施)
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信（大洗研訓練にて実
施）
　機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施（実施主体；機構本部）

A

３つ該当

○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣ広報班宛にＦＡＸ送信
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）
　なし
○③模擬記者会見の実施
　広報文を作成。社内広報を模擬記者として模擬記者会見を開催。
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　要素訓練にて、社内ホームページ（模擬ページ）に公開した。

A

３つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　もんじゅ訓練（実施主体；東京事務所）において実施
▲②記者等の社外プレーヤの参加
　なし
〇③模擬記者会見の実施
　あり(もんじゅ訓練において、東京事務所で模擬記者会見を実施)
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信（大洗研訓練にて実
施）
　機構の模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施（実施主体；機構本部）

9

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との
連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○①事業者間の支援活動
　機構対策本部長にモニタリングカーの支援を要請。敦賀廃止措置
実証本部からモニタリングカーの受入を含めた支援活動を実施
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　原子力事業所災害対策支援拠点として、いつき寮に現地対策本部
要員を派遣し設置。
ー③原子力緊急事態支援組織との連動
　対象外

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

－①事業者間の支援活動
　（原子力事業者防災業務計画に定めなし）
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　救護訓練として、原子力事業所災害対策支援拠点より産業医、看
護師の要請／受入れを実働で実施。

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○①事業者間の支援活動
　通報連絡訓練として、敦賀廃止措置実証本部から関電、原電に若
狭支援連携本部（原子力緊急時支援・研修センタ－福井）への参集
を連絡（参集はもんじゅの訓練にて実施）
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　資機材の受入を敦賀地区の要素訓練として実施
○③原子力緊急事態支援組織との連動
　遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練を敦賀地区の要素
訓練として実施

10

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

A

３つ該当

○①他事業者への視察
　あり（統合防災NWにて原電東海、１F、２F、原燃埋設）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（統合防災NWにて受け入れ）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（防災関連コンサルティング会社）
▲④ＥＲＣへの訓練視察
　なし

B

２つ該当

▲①他事業者への視察
　なし
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（ＮＦＩ東海）。緊急時対策所をビデオ録画して実施
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（ＮＦＩ東海）。緊急時対策所をビデオ録画して実施
▲④ＥＲＣへの訓練視察
　なし

A

３つ該当
○①他事業者への視察
　あり（統合防災NWにて関電大飯）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（統合防災NWにて受け入れ）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（防災関連コンサルティング会社）
▲④ＥＲＣへの訓練視察
　なし

11

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

A

①～③が実施されている。

○①問題点から課題の抽出
　２件の問題点からそれぞれ課題が抽出されている
○②原因分析
　２件の課題に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　２件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている A

①～③が実施されている。

○①課題、問題点の抽出
　5件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　5件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　5件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されて
いる

A

①～③が実施されている。

○①問題点から課題の抽出
　１件の問題点からそれぞれ課題が抽出されている
○②原因分析
　１件の課題に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　１件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

実

績

12
(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、
９０％未満

８０％未満

A

９０％以上

（第１部訓練）
○訓練参加率９２．５％
（参加人員２４５人/計画人員２６５人）

（第２部訓練）
訓練参加率９６．２％
（参加人員１０２人/計画人員１０６人）

A

９０％以上

○ 訓練参加率；１２４％
（訓練参加者４７名/計画人員３８名）

A

９０％以上

（第１部訓練）
○訓練参加率：１００％
（参加人員７１人/計画人員７１人）

（第２部訓練）
○９７％
（参加人員４２人/計画人員４３人）

１０条確認会議等の対応
　１０条確認会議および１５条認定会議において、会議招集に対し
速やかに対応できた。また、会議においては、ＥＲＣ対応責任者か
ら、発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等について適切かつ
簡潔に説明できた。

（２部）
　１０条確認会議および１５条認定会議において、会議招集に対し
速やかに対応できた。また、会議においては、ＥＲＣ対応責任者か
ら、発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等について適切かつ
簡潔に説明できた。

現場実動訓練の実施 事象収束活動について、緊急時対策所の活動と連携した実動訓練
（モニタリングカーを用いた放射線測定、モニタリングポストの健
全性が確認されるまでの代替測定、機構TV会議システムが不調と

 なった場合の代替手段を用いた通信訓練）を実施した。"

事象収束活動について、緊急時対策所の活動と連携した実動訓練
（モニタリングカー等を用いた放射線測定、機構TV 会議システムが
不調となった場合の代替手段を用いた通信訓練、自衛消防組織によ
る消火活動）を実施した。
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・認定会議には原子力防災管理者が参加した。
・特定事象の根拠、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に実施した。

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１
５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議にお
いて組織を代表する者が発生事象、事象進展の予
測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われ
たか確認する。

現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故
シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動と連
携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場
実動訓練を要素訓練等として実施する訓練も確認の
対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導
訓練や原子力災害医療訓練訓練等は含めない。

・実施状況：総合訓練（緊急時態勢の発令等の訓練、通報訓練、情報収
集訓練、緊急時医療（救助）訓練、モニタリング訓練、避難誘導訓練、
自衛消防隊との連携訓練、広報訓練、後方支援訓練）と要素訓練（情報
収集訓練、後方支援拠点訓練、事業所外からの実働支援訓練、プレス対
応訓練、通報訓練、防護装備装着訓練）を実施した。
・テーマ：震度６弱の地震発生により、ＮＣＡ排気ダンパ故障、火災発
生、延焼による燃料破損等の事象進展により、施設敷地緊急事態および
全面緊急事態に至る事象を想定。
・マルチファンクション付与：発災場所、緊急時対策所でのトラブル事
象の他、放射線管理要員の不足、事業所内の建屋倒壊による避難経路の
変更、モニタリングポスト故障のシナリオも付与した。
・連携状況：発災場所と緊対所の他、社内連携先（自衛消防隊、後方支
援拠点など）との連携を行った。
・他事業者評価：コロナ罹患防止のため、緊急時対策所のビデオを撮影
し、他の事業者に評価を実施していただいた。

東芝エネルギーシステムズ株式会社原子力技術研究所
区分 № 指標

基準 JAEA人形峠 JAEAふげん
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Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班との
情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を
接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

中期計画の見直し 前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定
し、計画的に教
育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定し
ている。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を
行っていない。

5

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

6

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提
示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
（他原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情
報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との
連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

10

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

11

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

実

績

12
(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、
９０％未満

８０％未満

１０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施
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評価指標だけで表せない取組等を記述する。

ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１
５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議にお
いて組織を代表する者が発生事象、事象進展の予
測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われ
たか確認する。

現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故
シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動と連
携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場
実動訓練を要素訓練等として実施する訓練も確認の
対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導
訓練や原子力災害医療訓練訓練等は含めない。

区分 № 指標
基準

10月19日 10月26日

A

改善の取組により能力向上が図られている

①ＥＲＣプラント班との情報共有
○　発災状況及び特定事象発生予測が迅速に情報提供されていた。
○　事象の推移予測と事象の状況に応じた事象収束戦略の選択が適
切に説明されていた。
○　戦略の進捗状況については、ERC対応者から各戦略の開始指示時
刻、終了時刻等が書画装置を用いて適切に示されていた。

②情報共有のためのツール等の活用
○　リエゾンを派遣しＥＲＣプラント班を適時サポートした。
○　事象の推移に応じた３種類のCOPを策定し、訓練で活用した。
○　ERCにはCOP以外に、EAL通報基準、放射線モニタ配置図、施設航
空写真、鳥瞰図等を備え付け活用した。

C

応急対策を実施する施設の情報が欠落していた。一層の改善が必要。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
○　発災状況及び特定事象発生予測が情報提供されていた。
▲　事象の推移予測と事象収束戦略については、共有する日本原燃の設
備操作時間を把握しておらず情報共有できなかった。
▲　戦略の進捗状況については、共有する日本原燃の施設概要を把握し
ておらず情報共有できなかった。

②情報共有のためのツール等の活用
－　新型コロナウイルス対応のためリエゾンの派遣は見合わせた。
▲　COPを策定していたが、共有する日本原燃の施設概要を把握しておら
ず機能していなかった。
○　ERCには備え付け資料を活用して説明していた。

A

４つ該当

○ＦＡＸ等の通報
・第１０条、第１５条事象発生判断３分後にＦＡＸ送信
　（排気筒ガスモニタ指示値による通報基準によりＳＥ、ＧＥ同時該当）

〇通報文の正確性
・第１５条事象に係る通報文に誤記、記載漏れはなかった。
・訓練途中でコントローラから人為的ミス発生の条件付与を行った。これを
受けて情報連絡班は訂正報を適切にＦＡＸ送信した。

○EAL判断根拠の説明
・防災業務計画に基づきEAL通報基準を示して明確な判断根拠の説明を
行った。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して報告した。（３回報
告）
・第２５条報告では防災業務計画で定めている、発生事象の状況、被ばく
者の状況等の報告に加えて、事象収束戦略の実施状況、周辺環境への
影響評価結果等を通報した。

A

４つ該当

○FAX等の通報
・第10条事象及び第15条事象：11分（SEとGEは同時発生）
・FAXの着信確認について確認の連絡がなされていた
　
○通報文の正確性について
・特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第10条及び第
15条事象に係る通報について誤記はなかった。

○EAL判断根拠の説明
・防災業務計画に基づきEAL通報基準を示して明確な判断根拠の説明を
行った。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して報告した。（3回報
告）
・第２５条報告では防災業務計画で定めている、発生事象と対応の概要、
プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、モニタ・気象情報な
どについても記載を行った。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話接続はスムーズであり、通信機器の
操作は支障なくできた。また緊対所内への指示・連絡時にはミュー
ト操作を適切に行っていた。
・画像情報（収束戦略、系統図等）をリアルタイムでERCプラント班
と共有するため書画装置を使用した。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ERC対応者はERCプラント班への連絡を速やかに開始できていた。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和3年９月
○令和２年９月に策定した中期計画について、令和２年度の訓練実
績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っている。 A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年
度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

・令和3年７月
○令和２年９月に策定した中期計画について、令和２年度の訓練実績の
分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っている。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練課題について検証できる訓練シ
ナリオを設定していた。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できるシナリオ
を設定していた。

B

一部のプレーヤに対して提示

・基本シナリオを、本部長、副本部長、その他一部プレーヤーに提
示して実施。 B

一部のプレーヤに対して提示

・シナリオの一部を緊急時対策所要員に提示して実施。

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた。

（シナリオ概要）
地震により燃料取扱プール内で燃料集合体が落下し、燃料棒破損に
より放射性廃棄物が放出し排気筒ガスモニタが基準値を上回り
SE02,GE02に至る。

（ＥＡＬ判断数）
　ＡＬ：１、ＳＥ：１、ＧＥ：１　（排気筒ガスモニタ指示値によ
る通報基準によりＳＥ、ＧＥ同時発生）

（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・副原子力防災管理者1名不在を設定
・人為的ミスにより、用意した資機材では放射性ガス漏えい防止の
ための目張り作業が不可能な状況を設定
・既発信のＦＡＸ通報文の修正が必要な状況を設定
・敷地境界付近空間線量当量率測定のための機器が故障

A

難度の高く多様なシナリオに取り組んだと評価する。

（シナリオの概要）
地震により、六ヶ所保障措置センター六ヶ所保障措置分析所の分析セル
内の排気フィルタが破損したため、放射性物質が放出されSE02,GE02に
至る。

（EAL判断数）

　AL 0（地震に係るAL通報を除く）、SE 1、GE 1（SEとGEは同時発

生）
　
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・分析セルの排気フィルタの破損
・日本原燃㈱再処理施設に分析建屋グローブボックス系排風機の停止依
頼
・管理区域内における負傷者の発生

A

３つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣに記者発表文案を送付
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　三菱原子燃料総務部長が模擬記者として参加
○③模擬記者会見の実施
　社内外関係者等が模擬記者として参加し、模擬記者会見を実施。
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　なし

B

1つ該当

▲①ERC広報班と連動したプレス対応について
　なし
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
について
　なし
○③模擬記者会見の実施について
　模擬記者会見を実施した。
▲情報発信ツールを使った外部への情報発信について
　なし。但し、広報文の作成までを実働で実施した。

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①原子力事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　訓練の中で三菱原子燃料に対し、原子力事業所災害対策支援拠点
立上げを要請する可能性有との通信連絡を実動で実施した。
　要素訓練で原子力事業者防災業務計画に定める原子力事業所災害
対策支援拠点への資機材の輸送訓練、支援拠点と緊対所間での通信
訓練（電話、ＦＡＸ、電子メール）を実施した。

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①原子力事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　要素訓練において原子力事業所災害対策支援拠点における資機材の
準備や設営が円滑にすすめられたことを確認した。

A

４つ該当

○①他事業者への視察
　・緊急時対策所１訓練（三菱原子燃料）
○②自社訓練の視察受入れ
　・あり（広域消防、三菱原子燃料）
○③ピアレビュー等の受入れ
　・あり（三菱原子燃料）
○④ＥＲＣへの訓練視察（映像視聴）
　・あり（１Ｆ，２Ｆ）

B

1つ該当

①他原子力事業者への視察
　なし
②自社訓練の視察受入れ
　なし
③ピアレビュー等の受入れ
　なし
④ERCへの訓練視察
　あり（日本原燃㈱再処理施設の訓練（令和3年12月23日、24日）をビデオ
視聴した。）

A

①～③が実施されている。

○①問題点から課題の抽出
　訓練終了後に社内外の評価者から提示された問題点を集約し、６
項目の課題を抽出した。
○②原因分析
　６項目の抽出された課題に対して原因分析を行った。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　６項目の抽出された課題に対して原因分析を踏まえた対策を検討
した。

A

①～③が実施されている。

○①課題・問題点の抽出
　４件の課題、問題点を抽出した。
○②原因分析
　４件の問題点、課題に対して原因分析を実施している。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　6件の問題点、課題に対して原因分析結果を踏まえた対策が検討されて
いる。

A

９０％以上

○ 訓練参加率；１３６％
　（参加人員９５名/計画人員７０名）

A

90％以上

○訓練参加率　90％
（参加人員３６名/計画人員４０名）

・総合防災訓練時に防護隊は活動本部と連携して、敷地周辺警備、屋外
での環境モニタリング、現場入域者の出入管理（汚染検査含む）、事象
収束のための給排気系緊急停止作業を実働で実施した。
・マルファンクション（地震後施設点検ミス、環境モニタリング機器故
障）をコントローラが付与し、対応を確認。
・原子力事業所災害対策支援拠点への資機材輸送、緊対所－支援拠点間
での情報送受信（電話、ＦＡＸ、電子メール）を要素訓練として実施し
た。
・広域消防、三菱原子燃料から視察の受け入れ、及び三菱原子燃料によ
るピアレビューを受けた。

ＮＤＣ (2022.1.1からＭＨＩ原子力研究開発(株)に社名変更) ＮＭＣＣ六ヶ所

実施状況：
・コントローラの付与した状況について緊急時対策所へ速やかに通報連
絡を実施した。負傷者発生のイベント発生時においては緊急医療チーム
（模擬連絡先）へ速やかに連絡を行うことができた。
・緊急時対策所の指示に従った適切な放射線防護装備を着装し、放射性
物質の放出停止措置の模擬操作を速やかに実施することができた。
・発生した設備とその周辺の汚染検査及び活動エリアから退域する際の
作業者の身体汚染検査を適切に実施することができた。またそれらの結
果について緊急時対策所へ適時報告することができた。
テーマ：
・放射性物質放出停止に向け策定した計画について円滑に対応を実施す
る。
・適切な防護装備を装着のうえ、放射性物質の環境への放出停止のため
の措置を実施する。
ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：無し
連携状況：現場と緊対所との連携有
他事業者評価：受入れ無し

原災法第10条確認会議、第15条認定会議に副原子力防災管理者が参加し
速やかに対応することができたが、発生事象、事象進展の予測、事故収
束対応等の説明については、適切かつ簡潔に実施することができなかっ
た。

・会議には原子力副防災管理者が参加した。
・発生事象の事象進展予測、事故収束対応等について主体的に説明がで
きていた。
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Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班との
情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を
接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

中期計画の見直し 前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定
し、計画的に教
育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定し
ている。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を
行っていない。

5

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

6

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提
示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
（他原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情
報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との
連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

10

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

11

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

実

績

12
(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、
９０％未満

８０％未満

１０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施

情

報

共

有

・

通

報

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

備

考

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１
５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議にお
いて組織を代表する者が発生事象、事象進展の予
測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われ
たか確認する。

現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故
シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動と連
携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場
実動訓練を要素訓練等として実施する訓練も確認の
対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導
訓練や原子力災害医療訓練訓練等は含めない。

区分 № 指標
基準

11月2日 11月16日 12月7日

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
○　ERCプラント班に、事故・プラントの状況については不足や遅れ
なく情報共有できた。
○　進展予測と事故収束対応について情報共有できていた。
○　戦略の進捗状況について情報共有ができた。

②情報共有のためのツールの活用
－　新型コロナウイルス対策のためリエゾンの活動は実施していな
い。
▲　COPを活用した十分な情報共有ができなかった。
▲　備付資料を活用して情報共有が図られていたがさらなる充実が
必要。
・

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
○　ERCプラント班に、事故・プラントの状況について主体的かつ積
極的に情報提供を提示できた。
○　進展予測と事故収束対応、戦略の進捗状況について情報共有が
できた。
▲　戦略の進捗状況について通報文の記載時刻と発話の時刻が異
なったり、使用されている用語が統一されていなかったりと小さな
ミスが見受けられた。

②情報共有のためのツールの活用
－　新型コロナウイルス対策のためリエゾンの活動は実施していな
い。
○　COPを活用した情報共有ができた。
○　備え付け資料を活用して情報共有ができた。

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
○　発災状況及び特定事象発生予測について情報共有がされてい
た。
○　事象の推移予測と事象収束戦略について情報共有されていた。
○　戦略の進捗状況について情報共有されていた。
▲　一部でERC対応者が十分に状況を把握せずに発話している場面が
あった。

②情報共有のためのツール等の活用
ー　新型コロナウイルス対応のためリエゾンの派遣は見合わせた。
○　COPの活用により情報提供を図っていた。
○　ERCには備付資料を活用して説明していた。

A

４つ該当

○ＦＡＸ等の通報
・ＥＡＬに該当する事象を原子力防災管理者が判断した時刻から、15分以
内の通報ができた。
（第10条事象：[1回目] 5分、[2回目] 4分、第15条事象：3分）

○通報文の正確性
・第１０条及び第１５条事象に係る通報に、記載の誤記、漏れはなかった。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
・ＥＡＬ判断時に、ＥＲＣプラント班との情報共有に若干の混乱があったもの
のＥＡＬの判断根拠の適切な説明なされていた。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで第２５条報告ができた（報
告回数２回）。

B

３つ該当

▲ＦＡＸ等の通報
・第10条事象：21分
・第15条事象：7分
　
○通報文の正確性
・特定事象の発生時刻に誤記や記載漏れはなかった。
・３つの特定事象が短い間隔で発生したことから当初は１つの通報
文にまとめて通報された。そのため、最初に発生した事象の発生時
刻しか記載されていなかったが続報で他の事象の発生時刻が通報さ
れた。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
・判断根拠の説明が明確であった。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ適切な間隔で第25条報告ができた。（報告数：1
回）また、必要事項を通報連絡書に記載し報告できた。

A

４つ該当

○ＦＡＸ等の通報
・特定事象発生通報：３分

○通報文の正確性
・発信した通報文に誤記や必要事項の記載漏れはなく、正確な通報
文を発信することができた。

○EAL判断根拠の説明
・原災法第10条及び第15条該当の判断を防災業務計画の通報基準に
基づき説明することができた。

○第25条報告
・事象の進展等に応じて、適切な間隔とタイミングで必要な情報を
継続的に報告することができた。ただし防災業務計画にあらかじめ
規定されている記載事項と整合がとれていない事項があった

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・電話の操作、及び通信機器に支障が発生した場合の代替手段への
移行操作が円滑に行われていることが確認できた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの常時接続による交信に支障はなかった。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ERCプラント班よりホットラインの音声が聞き取りづらいとの連絡
を受けたものの、原因を確認し速やかに対応することでその後は音
声の不具合等はなく円滑に対応することができていた。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて令和３年３月に中期
計画の見直しを行っている。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和３年８月
〇訓練結果に関する評価を実施し、必要に応じて中期計画の見直し
を実施している。 A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和3年11月
○前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して11月に２回の見直し
を行い、今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施
した。

A

訓練計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練項
目、訓練シナリオを想定していた。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練
シナリオを設定している。

A

訓練実施計画等は、前回までの訓練の課題について検証できる訓練
実施項目及び訓練シナリオを設定していた。

B 緊対所の一部のプレーヤを除いてシナリオ非開示にて実施した。 B

１名のプレーヤに対して提示
・シナリオ作成に関与した１名（副防災管理者）にのみ開示。他の
プレーヤに対しては非開示

B

一部のプレーヤに対して提示

・本部長、副本部長、その他一部プレーヤーにシナリオの一部を開
示した。

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた。

（シナリオ概要）
　・平日昼間帯に発生した震度6強の地震により、5 MWにて運転中で
あったKURの炉心タンク水位が低下し原子炉冷却材機能の異常により
全面SE21,GE21に至る。併せて停止中であったKUCA内で発生した火災
による放射性物質放出が発生しSE04に至る事象が同時発災。

（EAL判断数）
　AL:2（冷却機能異常、火災又は溢水のおそれ）、SE：２、GE：１

（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・複数施設の同時発災
・複数のEAL（ＳＥ２１、ＳＥ０４、ＧＥ２１）
・当初の消火活動の失敗
・負傷者発生の設定

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【１部訓練】
（シナリオ概要）
地震により、原子炉停止操作を行うが制御棒が１本挿入できず、原
子炉上蓋解放により全制御棒挿入
（シナリオ多様性）（３つ以上付与）
・管理施設内の人員避難
・マニュアルスクラム故障
・負傷者発生

【２部訓練】
（シナリオ概要）
地震により原子炉停止操作を行うがスクラム失敗。余震によるク
レーン落下で制御棒挿入不可となりSE11、制御盤電源喪失により
SE51、及びエリアモニタ値上昇から障壁の損傷(GE42)を判断
（シナリオ多様化）
・複数のＥＡＬ区分を設定（ＳＥ１１、ＳＥ５１、ＧＥ４２）

B

適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めた。

【１部訓練】
（シナリオの概要）
　地震発生。その後余震により新分析棟のGBの排気フィルタ及び気
体廃棄設備フィルタ損傷で放射性物質が異常放出。
（シナリオの多様化）（３つ以上付与）
・通信設備の故障
・放射性物質の放出状況を踏まえた拡大防止対策に係る判断分岐
・モニタリングポストが設置されていない方向を風下とする風向を
想定し近隣の施設と連携

【２部訓練】
（シナリオの概要）
　地震により新分析棟のGB排気フィルタ及び気体廃棄設備フィルタ
が損傷して放射性物質が放出されSE02,GE02に至る
（シナリオの多様化）
▲発生するＥＡＬは昨年度の訓練と同じもので多様化が図られてい
るとは言いがたい。

B

２つ該当

○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣ広報班への広報文ＦＡＸ送信
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）
　なし
▲③模擬記者会見の実施
　なし
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　広報文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載した。

B

２つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣ広報班への広報文の通報
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）
　なし
▲③模擬記者会見の実施
　なし
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　広報文の作成し、大学広報へ送付までを実施。

A

３つ該当

○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　プレス文案を広報班にFAX
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）
　要素訓練で社外プレーヤー参加のもと、広報訓練を実施してい
る。
○③模擬記者会見の実施
　保安規定に基づく訓練において模擬記者会見の実施
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　なし

B

原子力事業者防災計画に定める一部の項目を実動で実施。

▲①事業者間の支援活動
　実動は伴わないものの原子燃料工業（熊取）への支援要請の実連
絡を実施した。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　原子力事業所災害対策支援拠点を設置し資機材の輸送を実動にて
実施した。 B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　要素訓練において、原子力事業所災害対策支援拠点への物資移動
の為、台車を用いて通路及び所要時間の確認訓練を実施した。

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○①原子力事業者間の支援活動
　東海ノアに対する支援要請連絡訓練及び東大へのモニタリング支
援の実働訓練を実施した。

○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　２部訓練において災害対策支援拠点(原子力科学館 別館 研修室)
に資機材を運搬し、通信設備及び会場の設営並びに事故対策本部と
の通報・連絡を行った。

A

３つ該当

○①他原子力事業者への視察
　あり（NFI熊取事業所）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（近大、NFI熊取、地元公設消防）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（近大、NFI熊取）
▲④ＥＲＣへの訓練視察
　なし

A

３つ該当
○①他事業者への視察
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）
▲④ERCへの訓練視察
　なし

A

３つ該当

○①他原子力事業者への視察
　あり（JAEA大洗研、東京大学大学院工学系研究科原子力専攻、Ｊ
ＡＥＡ原科研）
▲②自社訓練の視察受入れ
　なし
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（東京大学大学院工学系研究科原子力専攻）
○④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（核管センター六ヶ所、ＪＡＥＡ大洗研）

A

①～③が実施されている。

○①課題・問題点の抽出
　５件の課題、問題点を抽出した。
○②原因分析
　５件の問題点、課題に対して原因分析を実施している。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　５件の問題点、課題に対して原因分析結果を踏まえた対策が検討
されている。

A

①～③が実施されている。

○①課題、問題点の抽出
　４件の課題、問題点を抽出した
○②原因分析
　４件の課題、問題点に対して原因分析を行った
○③原因分析結果を踏まえた対策
　４件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策を検討して
いる

A

①～③が実施されている。

○①課題・問題点の抽出
　３件の課題・問題点が抽出されている。
○②原因・分析
　３件の課題・問題点に対して原因・分析がなされている。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　３件の課題、問題点に対して原因分析結果を踏まえた対策が検討
されている。

A

９０％以上

○訓練参加率：９３％
 （参加人員１１１名／計画人員１２０名）

A

９０％以上

○ 訓練参加率：９４％
（参加人員16名/計画人員17名）

A

９０％以上

［第１部訓練］
〇訓練参加率：101%
（参加人員６６名/計画人員６５名）

［第2部訓練］
〇訓練参加率：148%
（参加人員４０名/計画人員２７名）

ＮＭＣＣ東海

緊急対策本部と連帯し、原子炉停止機能回復作業、汚染拡大防止作業、
緊急時モニタリング、負傷者救助活動を実働訓練として実施した。

京都大学複合原子力科学研究所 近畿大学原子力研究所

・参集点呼訓練、通報連絡訓練、情報収集訓練、緊急時体制の構築訓
練、汚染拡大防止等訓練、緊急時モニタリング訓練、線量評価訓練、応
急復旧訓練、BDBA対策訓練、資材調達・輸送訓練について実働で実施し
た。
・複数施設同時発災事故における緊急時対応をテーマとした。
・マルファンクションは含めなかった。
・緊急対策本部と緊急時作業団の連携による訓練を実施した。
・他事業者として近畿大学と原子燃料工業熊取事業所による評価を受け
入れた。

ＥＲＣプラント班からの１０条確認会議、１５条認定会議の会議招集に
対し速やかに対応し、会議において原子力防災管理者が発生事象、事象
進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ簡潔に行った。

・会議には原子炉主任技術者が参加した。
・EALの判断根拠、事象の進展予測、応急対応について説明できた。

・10条確認会議、15条認定会議（10条事象と15条事象は同時発災）の対
応は、副原子力防災管理者（ＥＲＣ対応者）が実施し、ＥＲＣプラント
班からの会議招集に対し速やかに対応することができた。
・発生事象（該当根拠を含む）、事象進展予測及び事態収束に向けた活
動方針を適切に且つ簡潔に説明することができた。

[1部訓練]
事故対策本部からのトランシーバ・携帯電話での指示・連携の下に、現
場実動訓練（現場点検、保護具着装、放射線モニタリング、拡大防止措
置活動）を一部省略又は模擬動作により実施した。なお、現場活動の評
価は、所内評価者1名の他外部評価者1名（東京大学大学院工学系研究科
原子力専攻職員）により実施した。なお、現場活動の評価は、所内評価
者、外部評価者により行った。
[2部訓練]
特定事象発生時に要員を派遣する原子力事業所災害対策支援拠点（模擬
場所）への資機材運搬、設営、事故対策本部と連携した通信連絡訓練を
実動で実施した。なお、現場活動の評価は、所内評価者1名により実施し
た。
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Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班との
情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を
接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

中期計画の見直し 前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定
し、計画的に教
育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定し
ている。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を
行っていない。

5

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

6

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提
示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
（他原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情
報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との
連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

10

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

11

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

実

績

12
(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、
９０％未満

８０％未満

１０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施

情

報

共

有

・

通

報

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

備

考

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１
５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議にお
いて組織を代表する者が発生事象、事象進展の予
測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われ
たか確認する。

現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故
シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動と連
携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場
実動訓練を要素訓練等として実施する訓練も確認の
対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導
訓練や原子力災害医療訓練訓練等は含めない。

区分 № 指標
基準

12月21日 12月21日

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ERCプラント班との情報共有
▲　施設状況について圧力・温度情報が提供されていなかった。
○　事故収束対応戦略について情報共有が図られていた。
○　戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練を実施したためリエゾン活動は評価対象外
－　２部制訓練を実施したためＣＯＰ活用は評価対象外
○　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況が示されて
いた。

A

改善の取組により能力向上が図られている。

①ERCプラント班との情報共有
○　施設状況について情報共有が図られていた。
○　事故収束対応戦略について情報共有が図られていた。
○　戦略の進捗状況について情報共有が図られていた。

②情報共有のためのツール等の活用
－　２部制訓練を実施したためリエゾン活動は評価対象外
－　２部制訓練を実施したためＣＯＰ活用は評価対象外
○　情報連絡シートや備え付け資料を用いて事故の状況が示されて
いた。

A

４つ該当

○ＦＡＸ等の通報
・第１０条＆第１５条事象（SE02，GE02同時発災）:５分
・第１０条＆第１５条事象（SE01，GE01同時発災）:５分

○通報文の正確性
・通報文は必要な情報が正確に通報されていた。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
・防災業務計画に基づき判断根拠の説明ができた。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（2回報
告）

A

４つ該当

○ＦＡＸ等の通報
・第１０条＆第１５条事象（SE01，GE01同時発災）:12分
・第１０条＆第１５条事象（SE05，GE05同時発災）:9分

○通報文の正確性
・通報文は必要な情報が正確に通報されていた。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
・防災業務計画に基づき判断根拠の説明ができた。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（2回報
告）

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作され
ていた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のための電話会議システム接続は円滑に操作され
ていた。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和3年11月
○前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを
行っている。 A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和3年11月
○前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを
行っている。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練
シナリオを設定していた。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練
シナリオを設定していた。

A

プラントの前提条件以外は全員に非提示

A

プラントの前提条件以外は全員に非提示

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ

【１部訓練】
（シナリオ概要）
　震度６弱の地震によりウラン濃縮工場均質槽が損傷し室内にＵＦ
６の漏えい。他設備も地震により火災、機器損傷等が発生。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・他施設同時発災を想定し、加工施設・廃棄物埋設施設でＡＬを想
定
・入域ゲート故障によるアクセスルート変更の判断を検討
・初動時に班長不在

【２部訓練】
（シナリオ概要）
　震度６弱の地震によりウラン濃縮工場均質槽が損傷し、室内にＵ
Ｆ６の漏えい。室内漏えいしたＵＦ６が屋外に放出されGEに至る。
（シナリオ多様化）
・複数の異なるEALを設定していた（SE02、GE02、GE01)

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んだ

【１部訓練】
（シナリオ概要）
地震により低レベル廃棄物管理建屋にて、廃棄体２本が落下して内
容物が漏えい。それに伴い、負傷者および汚染者が発生する。その
後の応急対策中に余震により火災発生。
（シナリオ多様性）（３つ以上付与）
・他施設同時発災を想定し、加工施設・廃棄物埋設施設（２施設）
でＡＬを想定
・情報連絡手段の使用不可
・負傷者、火災の発生

【２部訓練】
（シナリオ概要）
地震により廃棄体搬送車両1台が横転し、車体からの火災発生ととも
に廃棄体８本が道路上に散乱、内容物が漏えいし放射性物質検出
(SE05,GE05）、MPが上昇しSE,GEに至る。
（シナリオ多様性）
・複数の異なるEAL（SE01/GE01及びSE05/GE05)を設定

A

４つ該当
○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣ広報班リエゾンを派遣し、ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応を実施
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　記者役として、東北電力㈱広報担当者（１名）が参加して模擬記者会見
を実施
○③模擬記者会見の実施
　事務本館、濃縮・埋設事務所、青森、東京間でＴＶ会議システムを接続
し、模擬記者会見を実施
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　模擬ＨＰを作成し、外部への情報発信を実施

A

４つ該当
○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣ広報班リエゾンを派遣し、ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応を実施
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　記者役として、東北電力㈱広報担当者（１名）が参加して模擬記者会見
を実施
○③模擬記者会見の実施
　事務本館、濃縮・埋設事務所、青森、東京間でＴＶ会議システムを接続
し、模擬記者会見を実施
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　模擬ＨＰを作成し、外部への情報発信を実施

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施
○①事業者間の支援活動
　総合訓練（１部訓練）において、原子力事業者間協定に基づき他
事業者への事象発生連絡、支援要請連絡を実動で実施。
　要素訓練において、原子力事業者間協定に基づき他事業者の受入
れ、支援活動を実動で実施
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　総合訓練（１部訓練）において、原子力事業所災害対策支援拠点
への要員派遣、全社対策本部との連携を実施
○③原子力緊急事態支援組織との連動
　総合訓練（１部訓練）において、原子力緊急事態支援組織への事
象発生連絡、支援要請連絡を実動で実施
　個別訓練において、原子力緊急事態支援組織と連動したロボット
操作訓練を実動で実施

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施
○①事業者間の支援活動
　総合訓練（１部訓練）において、原子力事業者間協定に基づき他
事業者への事象発生連絡、支援要請連絡を実動で実施。
　要素訓練において、原子力事業者間協定に基づき他事業者の受入
れ、支援活動を実動で実施
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　総合訓練（１部訓練）において、原子力事業所災害対策支援拠点
への要員派遣、全社対策本部との連携を実施
○③原子力緊急事態支援組織との連動
　総合訓練（１部訓練）において、原子力緊急事態支援組織への事
象発生連絡、支援要請連絡を実動で実施
　個別訓練において、原子力緊急事態支援組織と連動したロボット
操作訓練を実動で実施

A

４つ該当

○①他事業者への視察
　あり（事業部：人形峠。全社：人形峠、１F、２F、高浜、玄海）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（東京電力ＨＤ㈱、東北電力㈱、電源開発㈱、リサイクル燃
料貯蔵㈱）。総合訓練をビデオ録画して実施
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（東京電力ＨＤ㈱）。
○④ＥＲＣへの訓練視察
　統合原子力防災ネットワークテレビ会議システムによる視聴（人
形峠、１F、２F、高浜、玄海）

A

４つ該当

○①他事業者への視察
　あり（事業部：JAEAふげん、関電大飯。全社：人形峠、１F、２
F、高浜、玄海）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（東京電力ＨＤ㈱、東北電力㈱、電源開発㈱、リサイクル燃
料貯蔵㈱）。総合訓練をビデオ録画して実施
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（東京電力ＨＤ㈱）
○④ＥＲＣへの訓練視察
　統合原子力防災ネットワークテレビ会議システムによる視聴（人
形峠、１F、２F、高浜、玄海）

A

①～③が実施されている。

○①問題点から課題の抽出
　３件の問題点からそれぞれ課題が抽出されている
○②原因分析
　３件の課題に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　３件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている A

①～③が実施されている。

○①問題点から課題の抽出
　３件の問題点からそれぞれ課題が抽出されている
○②原因分析
　３件の課題に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　３件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

A

９０％以上

（第１部訓練）
○訓練参加率９０％
（参加人員９２人/計画人員１０２人）

（第２部訓練）
訓練参加率１００％
（参加人員１１人/計画人員１１人）

A

９０％以上

（第１部訓練）
○訓練参加率９７％（参加人員１００名/計画人員１０３名）

（第２部訓練）
○訓練参加率９２％
（参加人員１２名/計画人員１３名）

（２部）
　１０条確認会議および１５条認定会議において、会議招集に対し速や
かに対応できた。また、会議においては、ＥＲＣ対応責任者から、発生
事象、事象進展の予測、事故収束対応等について適切かつ簡潔に説明で
きた。

○事業部
  事象収束活動について、緊急時対策所の活動と連携した実動訓練（事
象収束活動に必要なチェンジングルーム設営、横転により損傷した廃棄
体の養生など）を実施した。

○全社
　（再処理事業部総合訓練時に実施）
　原子力事業所災害対策支援拠点において、全社対策本部の活動と連携
した通信機器の立上げ、テント設営について実動訓練を実施した。

JMFL濃縮事業部 JNFL埋設事業部

（２部）
　１０条確認会議および１５条認定会議において、会議招集に対し速や
かに対応できた。また、会議においては、ＥＲＣ対応責任者から、発生
事象、事象進展の予測、事故収束対応等について適切かつ簡潔に説明で
きた。

○事業部
  事象収束活動について、緊急時対策所の活動と連携した実動訓練（事
象収束活動に必要なチェンジングルーム設営、機器損傷箇所への養生な
ど）を実施した。

○全社
　（再処理事業部総合訓練時に実施）
　原子力事業所災害対策支援拠点において、全社対策本部の活動と連携
した通信機器の立上げ、テント設営について実動訓練を実施した。
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Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班との
情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を
接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

中期計画の見直し 前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定
し、計画的に教
育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定し
ている。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を
行っていない。

5

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

6

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提
示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
（他原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情
報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との
連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

10

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

11

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

実

績

12
(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、
９０％未満

８０％未満

１０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施

情

報

共

有

・

通

報

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

備

考

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１
５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議にお
いて組織を代表する者が発生事象、事象進展の予
測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われ
たか確認する。

現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故
シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動と連
携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場
実動訓練を要素訓練等として実施する訓練も確認の
対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導
訓練や原子力災害医療訓練訓練等は含めない。

区分 № 指標
基準

1月11日 1月14日 1月28日

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
▲警戒事象発生のERCプラント班に対する通報の遅れがあった。
▲進展予測と事故収束対応について情報提供が十分ではなかった。
○戦略の実施状況について適切に情報共有がなされていた。

②情報共有のためのツールの活用
○COPを活用した情報共有ができた。
○備え付け資料を活用して情報共有ができた。
○リエゾンの派遣判断及び活動は適切だった。

A

改善の取組により能力向上が図られている。
①ＥＲＣプラント班との情報共有
○　警戒事象発生後のERCプラント班への通報は若干の遅れがあった
ものの、事故・プラントの状況について主体的かつ積極的に情報提
供を提示できた。
○　進展予測と事故収束対応戦略の情報共有ができていた。
○　戦略の進捗状況について情報共有ができていた。

②情報共有のためのツールの活用
○　リエゾンの派遣判断及び活動は適切だった。
○　COPを活用した情報共有ができた。
○　備付資料を活用して情報共有ができた。

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
○発災から電話で１４分後に連絡があったが、ＦＡＸ通報の遅れが
あった。
○進展予測と事故収束対応について当初の混乱があったものの情報
提共有が図られた。
▲戦略の実施状況についてERCからの質問に回答できていない事項が
あった。

②情報共有のためのツールの活用
▲COPの作成作業の遅れがあった。
○備え付け資料を活用して情報共有ができた。
○リエゾンの派遣判断及び活動は適切だった。

B

3つ該当

〇ＦＡＸ通報
　　〇第10条事象：11分
　　〇第15条事象：11分

▲通報文の正確性
　▲警戒事態該当事象連絡の通報文に記載の誤りがあり、自らこれを発
見して訂正報を発出できなかった。

〇ＥＡＬ判断根拠の説明
　〇ＥＡＬ判断時に判断根拠の説明を適切に実施できていた。

〇25条報告
　〇事象の進展に応じた適切な間隔で継続して報告できた。（報告数：2
回）

B

３つ該当
○①ＦＡＸ等の通報
　　第１０条事象：７分
　　第１５条事象：６分
▲②通報文の正確性
　　記載の誤記、漏れがあったにもかかわらず、訂正報を送信しなかった。
○③ＥＡＬ判断根拠の説明
　　判断根拠の説明を明瞭に行った。
○④第２５条報告
　　事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告した（１回報告）。

B

３つ該当

○ＦＡＸ等の通報
・第10条事象：13分
・第15条事象：13分

○通報文の正確性
・特定事象発生通報文に誤記、記載漏れはなかった。

○EAL判断根拠の説明
・EAL判断時に判断根拠の説明ができていた。

▲第25条報告
・第10条、15条通報後、第25条報告を実施したが、約70分の間隔が
空き、適切なタイミングで報告できなかった。。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・訓練当初テレビ会議システムに支障が出たことを想定、即時に代替えで
ある電話会議システムに接続し情報提供を実施できていた。テレビ会議シ
ステム復旧後は、マイクの音量調整、書画装置の操作など支障なく取り扱
うことができた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた

・ＥＲＣプラント班との交信のための電話会議システムの接続・操
作等は支障なくできた

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた

・訓練当初テレビ会議システムに支障が出たことを想定、映像シス
テムと音声システムを別の通信方法で接続して情報提供を実施でき
ていた。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和３年９月
○前年度の訓練結果及び前年度までの中期計画に対して実績の評価
を行い、新たに５ヶ年の中期計画を策定し、それを基に今年度の訓
練計画を定め、計画的に教育や訓練等が実施できていた。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年
度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

中期計画の見直し(最終更新)
・令和3年11月

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和３年９月
　前年度の訓練結果及び前年度までの中期計画に対して実績の評価
を行い、新たに５ヶ年の中期計画を策定し、それを基に今年度の訓
練計画を定め、計画的に訓練や教育等を実施した。

A

前回までの課題をインプットとして計画を作成しており、課題がす
べて検証できる訓練シナリオを設定できていた。

A

訓練実施計画等が前回までの訓練の訓練課題について検証できる訓
練シナリオを設定していた。

A

前回までの課題をインプットとして計画を作成しており、課題がす
べて検証できる訓練シナリオを設定できていた。

B

一部のプレーヤに対して提示

・シナリオの詳細非開示（概要のみ開示）
B

一部のプレーヤに対しては非提示
・防災管理者以外は非提示で実施

B

シナリオの詳細は非開示

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

（シナリオ概要）
地震により粉末作業ボックス用排気ダクトが破損し、局所排気口が
開放状態で取扱い中のウラン粉末の入った粉末貯蔵容器が落下し屋
外へ放射性物質が放出されSE02,GE02に至る。

（ＥＡＬ判断数）
　ＡＬ：０（地震、津波に係るAL通報を除く）、ＳＥ：１、ＧＥ：
１　（排気筒ガスモニタ指示値による通報基準によりＳＥ、ＧＥ同
時発生）

(シナリオ多様性）（３つ以上付与）
・放射性物質の漏洩状況に応じた閉じ込め措置の判断分岐
・放射性物質の漏洩状況に応じた回収措置の判断分岐
・公設消防不可と地震による停電、断水

B

適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めた。

【第１部訓練】
（シナリオ概要）
地震（大津波警報伴う）により原子炉実験室で蒸留作業中の作業員
が身体汚染者。当該実験室から出火。
（シナリオ多様性）（３つ以上付与）
・ＭＰ１台故障
・火災消火失敗
・複数の汚染傷病者（２名）の発生

【第２部訓練】
（シナリオ概要）
地震により原子炉実験室で火災が発生し、損傷したペネトレーショ
ンから延焼した核燃料物質が気体放射性物質として放出されMP値が
上昇しSE01，GE01に至る。
（シナリオ多様性）
▲発生するＥＡＬは昨年度の訓練と同じもので多様化が図られてい
るとは言いがたい。

B

適度なシナリオで多様化に取り組んでいた

（シナリオ概要）
地震により焙燃炉のウラン粉末建屋内に飛散し、飛散したウランが
高性能エアフィルタが脱落した排気口から放射性されてSE02,GE02に
至る。

（EAL判断数）
ＡＬ：０（地震、津波に係るAL通報を除く）、ＳＥ１、ＧＥ１

（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・オフサイトセンターへの派遣
・地震による断水を想定

A

３つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣ広報班へプレス文を送信
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　なし
〇③模擬記者会見の実施
　模擬記者会見を実施
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　　HP掲載準備作業を実施

A

４つ該当
○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　　記者会見文案をレビュー依頼としてＥＲＣ広報班へＦＡＸ送信を実施
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　　核物質管理センター東海保障措置センター職員が模擬記者役として参
加
○③模擬記者会見の実施
　　模擬記者会見を実施
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　　事象の状況を訓練用模擬ＨＰに掲載

A

３つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ＥＲＣ広報班へプレス文を送信
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含
む）
　なし
〇③模擬記者会見の実施
　模擬記者会見を実施
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　HP掲載準備作業を実施

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①原子力事業者間の支援活動
　ＭＮＦに支援要請を実連絡したが実動は行っていない。
〇②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　要素訓練において対策支援拠点を開設し、持込み資機材の運搬、
本部との通信確認を実動

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①原子力事業者間の支援活動
　　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　　原子力事業所災害対策支援拠点へ要員を派遣し、資機材の調
達・輸送を実施

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①事業者間の支援活動：
　京都大学複合原子力科学研究所に資機材の支援について協力要請
を実連絡したが実動は行っていない。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動：
　要素訓練にて、災害対策支援拠点（於、京都大学粒子線腫瘍学研
究センター）を開設し、以下の対応を行った。
　持ち込み資機材の運搬
　本部との通信連絡　等

A

３つ該当

〇①他事業者への視察
　あり（東芝エネルギーシステムズ、ＮＦＩ-熊取：ビデオ視聴）
〇②自社訓練の視察受け入れ
　あり（ＮＦＩ-熊取：ビデオ視聴）
▲③ピアレビュー等の受入れ
　なし
〇④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（東通、大飯）

A

４つ該当

○①他原子力事業者への視察
　　核物質管理センター東海保障措置センターへの視察（２０２１
年１２月７日）
○②自社訓練の視察受入れ
　　核物質管理センター東海保障措置センター職員を受入れ（１
名）
○③ピアレビュー等の受入れ
　　核物質管理センター東海保障措置センター職員によるピアレ
ビュー
○④ＥＲＣへの訓練視察
　　１回（２０２２年１月１４日）

A

３つ該当

○①他事業所への視察
　あり（京都大学複合原子力科学研究所、ＮＦＩ-東海：ビデオ視
聴）
▲②自社訓練の視察受入れ
　なし
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（京都大学複合原子力科学研究所、ＮＦＩ-東海：TV会議接続
及びビデオ視聴）
○④ERCへの訓練視察
　あり（１Ｆ、２Ｆ、東北電力東通発電所）
　・NRAより貸与されたDVDを視聴し、指定されたアンケートに回答
した。

A

①～③が実施している。

〇①問題点から課題の抽出
　8件の問題点、課題を抽出
〇②原因分析
　8件の課題に対して原因分析を実施
〇③原因分析結果を踏まえた対策
　8件の課題に対して原因分析結果を踏まえた対策を検討 A

①～③が実施されている。

○①問題点から課題の抽出
　　６件の問題点から課題を抽出
○②原因分析
　　６件の課題に対して原因分析を実施
○③原因分析結果を踏まえた対策
　　６件の課題に対して原因分析結果を踏まえた対策を検討 A

①～③が実施されている。

①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

A

９０％以上

○訓練参加率：１１３％
（参加人員１０５名/計画人員９３名）

A

９０％以上

【第１部訓練】
○訓練参加率：１３５％
　（参加人員４２名/計画人員３１名）
【第２部訓練】
○訓練参加率：１３２％
　（参加人員４１名/計画人員３１名）

A

９０％以上

○訓練参加率：９０．２％
（参加人員２３８名/計画人員２６４名）

東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 ＮＦＩ熊取

総合訓練時に事故シナリオに基づき発災現場対応部隊は緊急時対策所の
活動と連携した現場実動訓練を実施した。

・連携状況
　現場と緊急対策本部との連携を総合訓練で実施
・他事業者評価
　総合訓練で受入れ（ＮＦＩ-東海:ビデオ視聴）
・公設消防へ救急車両を要請したが、地震の影響で手配不可とした。そ
のため、被ばく者搬送車両を使用し、速やかに医療機関（敷地内の実移
動で模擬）へ負傷者を搬送した。
・周辺環境中にウラン放出が認められた時点で、緊急対策本部室のある
建屋入口にチェンジングエリアを設置し、屋外から建屋に入室するたび
に身体スクリーニングを実施するなど、放射線作業環境下での放射線管
理について実動で対応した。

・発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に
行った。

・認定会議には副原子力防災管理者が参加できていた。
・特定事象の根拠、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に実施できていた。

１５条認定会議には副原子力防災管理者が出席した。発生事象、事象進
展の予測、事故収束対応等について適切な説明ができない事項もあっ
た。

〇実施状況
・要素訓練及び総合訓練で実動訓練を実施
〇テーマ
・ウラン飛散、漏えい時の処置（放射性物質放出の閉止措置及びウラン
回収）
・現場におけるモニタリング
〇連携状況
・現場と緊急対策本部との連携を総合訓練で実施
〇他事業者評価
・総合訓練で受入れ（他事業者ビデオ視聴）

ＮＦＩ東海
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Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班との
情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を
接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

中期計画の見直し 前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定
し、計画的に教
育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定し
ている。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を
行っていない。

5

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

6

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提
示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
（他原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情
報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との
連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

10

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

11

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

実

績

12
(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、
９０％未満

８０％未満

１０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施

情

報

共

有

・

通

報

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

備

考

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１
５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議にお
いて組織を代表する者が発生事象、事象進展の予
測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われ
たか確認する。

現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故
シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動と連
携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場
実動訓練を要素訓練等として実施する訓練も確認の
対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導
訓練や原子力災害医療訓練訓練等は含めない。

区分 № 指標
基準

2月1日 2月8日 2月15日

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
▲　六フッ化ウランの漏洩状況や発災箇所について不明瞭だった。
▲　事象の推移予測と事象収束戦略について情報の遅れが生じてい
た。
○　戦略の進捗状況について情報共有されていた。

②情報共有のためのツール等の活用
ー　新型コロナウイルス対応のためリエゾンの派遣は見合わせた。
○　COPの活用により情報提供を図っていた。
○　ERCにはCOPの備付資料を活用して説明していた。

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
○事象の内容、プラント状況について、情報共有できていた。
▲事故収束対応戦略を策定していたが情報提供の迅速性にかけた。
○戦略の進捗状況はCOPをもとに戦略の状況を共有した。

②情報共有のためのツール等の活用
ー新型コロナウイルス対策のためリエゾンの派遣は実施していない。
○原災法事象判断フローチャート、原災法事象収束作業判断等のCOPを
活用し情報共有を行った。
○施設配置図、ホットラボ平面図、COP等の備え付け資料として配備し、
有効に活用した。

B

ERCとの情報共有に対して一部改善の余地があった。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
○事象の内容、プラント状況について、情報共有できていた。
▲事故収束対応戦略はCOPに基づき情報共有されていたが、敷地外に対
する環境影響評価が情報提供されなかった。
▲戦略の進捗状況はCOPをもとに情報共有を図っていたが一部通報遅れ
があった。

②情報共有のためのツール等の活用
－新型コロナウイルス対策のためリエゾンの派遣は実施していない。
○COPを活用し情報共有を行った。
○ERC備え付け資料として配備し、有効に活用した。

B

３つ該当

▲ＦＡＸ等の通報
・第10条事象、第１５条事象（同時発災）：18分
○通報文の正確性
・特定事象発生通報文に誤記、記載漏れはなかった。
○ＥＡＬ判断根拠の説明
・EAL判断時に判断根拠の説明を適切に実施できていた。
○④第２５条報告
　　事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告した（３回報
告）

B

３つ該当

○①ＦＡＸ等の通報
　　第１０条事象：１０分
　　第１５条事象：１０分
▲②通報文の正確性
　　記載の漏れがあり、その後訂正報を送信したが訂正報であることを明
確に示していなかった。
○③ＥＡＬ判断根拠の説明
　　判断根拠の説明を明瞭に行った。
○④第２５条報告
　　事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告した（２回報告）。

A

4つ該当

○FAX等の通報
　○第10条事象：8分
　○第15条事象：6分

○通報文の正確性
　○特定事象発生通報文に誤記、記載漏れはなかった。

○EAL判断根拠の説明
　○EAL判断時に判断根拠の説明を適切に実施できていた。

○第25条報告
　○事象の進展に応じ適切な間隔で第25条報告ができた（２回報告）。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた

・訓練当初テレビ会議システムに支障が出たことを想定、即時に代
替えである電話会議システムに接続し情報提供を実施できていた。
テレビ会議システム復旧後は、マイクの音量調整、書画装置の操作
など支障なく取り扱うことができた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた

・ERC対応者はERCプラント班への連絡を速やかに開始できていた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた

・訓練当初テレビ会議システムに支障が出たことを想定、即時に代
替えである電話会議システムに接続し情報提供を実施できていた。
テレビ会議システム復旧後は、マイクの音量調整、書画装置の操作
など支障なく取り扱うことができた。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和３年５月、８月、１１月、令和４年１月
○前年度の訓練結果及び前年度までの中期計画に対して実績の評価
を行い、新たに５ヶ年の中期計画を策定し、それを基に今年度の訓
練計画を定め、計画的に教育や訓練等が実施できていた。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和4年1月
○前年度までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直し
を行っている。 A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年
度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練を実施している。
・令和3年6月に中期計画を見直し、計画通り教育や訓練を実施した。
○前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対し見直しの検討を行い、今年
度の訓練計画を策定している。

A

前回までの課題をインプットとして計画を作成しており、課題がす
べて検証できる訓練シナリオを設定できていた。

A

訓練実施計画等が前回までの訓練の訓練課題について検証できる訓
練シナリオを設定していた。

A

前回までの課題をインプットとして計画を作成しており、課題がすべて検証
できる訓練シナリオを設定している。

B

一部のプレーヤに対して提示

・シナリオの詳細非開示（発災現場要員のみ開示）
B

一部のプレーヤに対して非提示

・社内管理職以外は非開示で実施。
B

一部のプレーヤに対して非提示

・シナリオの詳細は非開示（本部要員のみ一部開示）

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

（シナリオ概要）
地震により、成型工場の回転混合機のフード ボックス内 に二酸化
ウラン粉末が飛散。放出されたウラン粉末は高性能エアフィルタに
捕集されるが、その後の余震で高性能エアフィルタ損傷して機能を
失い、排気塔からニ酸化ウラン粉末 が放出しＳＥ０２，ＧＥ０２に
至る。

（EAL判断数）
ＡＬ：０（地震に係るAL通報を除く）、ＳＥ１、ＧＥ１

（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・複合事象として、ウラン粉末の入ったSUS缶の落下を想定。
・内部被ばく者の発生
・応急措置に向かった作業員の負傷

B

適度なシナリオで多様化に取り組んだ

【第１部訓練】
（シナリオ概要）
地震によりホットラボ施設の燃料検査プール内で燃料集合体が落
下、破損しＦＰガスが放出。
（シナリオ多様性）（３つ以上付与）
・火災の発生を想定
・放射性物質放出量及び放出濃度による応急対策の判断分岐
・管理区域内でプール水による被ばく者の可能性を想定
・応急作業中に作業者の負傷を設定

【第２部訓練】
（シナリオ概要）
地震によりホットラボ施設の燃料検査プール内で燃料集合体落下、
破損しＦＰガスが放出しＳＥ０１，ＧＥ０１に至る
（シナリオ多様性）
・複数のEAL発生なし（ＳＥ０１、ＧＥ０１）

A

難度が高い多様なシナリオに取り組んでいた

（シナリオ概要）
地震及び大津波警報による警戒体制時、その後の地震により第２成
型室（管理区域）にて火災発生、屋外との境界扉が開放し蓋の外れ
たウラン粉末缶3缶が屋外に放出されＳＥ０５，ＧＥ０５に至る

（EAL判断数）
ＡＬ：０（地震、津波に係るAL通報を除く）、ＳＥ１、ＧＥ１

（シナリオ多様化）
・負傷者1名（汚染、内部被ばくあり）、公設消防出動不可
・室内ウラン粉末飛散、火災、建屋開口及び屋外ウラン粉末漏えい
の複数事象が同時に発生した場合の判断分岐
・TV会議システムの一時不通状態を想定

A

３つ該当

○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ERC広報班へプレス文を送信
○②記者等の社外プレーヤの参加
　あり（NDC)
○③模擬記者会見の実施
　模擬記者会見を実施
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　なし

A

３つ該当

○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　ERCにプレス文をFAX送信
○②記者等の社外プレーヤの参加
　防災専門官が模擬記者役として対応
○③模擬記者会見の実施
　模擬記者会見を実施
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　なし

A

３つ該当

○①ERC広報班と連動したプレス対応
　ERC広報班にプレス文をFAX送信
▲②記者等の社外プレーヤの参加
　なし
○③模擬記者会見の実施
　社内から記者役を選定し模擬記者会見を実施
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　模擬HPにプレス分を掲載し外部への情報発信を実施

B

原子力事業者防災計画に定める一部の項目を実動で実施。

▲①原子力事業者間の支援活動
　NDCに対して支援要請を実連絡したが実動は行っていない。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動：
　防災総合訓練でNFI-東海に対して支援連絡
　要素訓練でNFI-東海に対して必要機材の運搬、外部機関受入体制
の構築を実動、本部との通信確認を実動
　第2支援拠点の「三菱東海寮」との連絡

C

原子力事業者防災計画に定める一部の項目を実動で実施。

▲①事業者間の支援活動
　総合訓練では東海ノアへの支援要請の実連絡を実施したが実動は
実施していない。
▲②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　なし

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①原子力事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　総合訓練の中で実動で人員と機材の移動を行い原子力事業所災害
対策支援拠点を設置し、本部との情報連絡を行った。

A

３つ該当

○①他原子力事業者への視察
　・あり（NDC）
○②自社訓練の視察受け入れ
　・あり（NDC、三菱マテリアル）
○③ピアレビュー等の受入れ
　・あり（NDC）
○④ＥＲＣへの訓練視察
　・あり（敦賀、川内）

A

新型コロナウイルス感染拡大対策にともない一部計画変更

○①他事業者への視察
　あり（JAEA大洗研究所(実視察）
－②自社訓練の視察受入れ
　ＧＮＦ－Ｊの受け入れを計画していたが新型コロナウイルス対策
のため中止
－③ピアレビュー等の受入れ
　ＧＮＦ－Ｊの受け入れを計画していたが新型コロナウイルス対策
のため中止
○④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（ニュークリアデベロップメント(ビデオでのＥＲＣ内視
察)）

A

新型コロナウイルス感染拡大対策にともないビデオ見学以外は中
止。

○①他原子力事業者への視察
　あり（１Ｆ、２Ｆ、NDC、JNFL再処理、浜岡：ビデオ）
－②自社訓練への視察受け入れ
　新型コロナウイルス感染対策のため中止
－③ピアレビュー等の受入
　新型コロナウイルス感染対策のため中止
－④ERCへの訓練視察

A

①～③が実施されている。

〇問題点から課題の抽出
　10件の問題点、課題を抽出
〇原因分析
　10件の課題に対して原因分析を実施
〇原因分析結果を踏まえた対策
　10件の課題に対して原因分析結果を踏まえた対策を検討 A

①～③が実施されている。

○①課題・問題点の抽出
　2件の課題、問題点を抽出した。
○②原因分析
　2件の問題点、課題に対して原因分析を実施している。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　2件の問題点、課題に対して原因分析結果を踏まえた対策が検討さ
れている。

A

①～③が実施されている。

○①問題点から課題の通出
　問題点から3件の課題を抽出
○②原因分析
　3件の課題に対して原因分析を実施
○③原因分析を踏まえた対策
　3件の課題に対して原因分析結果を踏まえた対策を検討

B

８０％以上９０％未満

○訓練参加率：８０．４％
（参加人員１５２名／計画人員１８９名）

A

９０％以上

○訓練参加率：９４％
(参加人員６８名/計画人員７２名)

A

９０％以上

○訓練参加率：９６％
（参加人員１９９名/計画人員２０７名）

ＭＮＦ ＮＦD ＧＮＦ－Ｊ

●緊急時対策所の活動と連携した現場実動訓練実施状況
　・火災防護活動訓練（令和3年11月4日）
　・通報訓練（令和3年11月25日）

緊急対策本部と指示／報告を連携した現場実動の訓練として以下を実施
した。
実際に起こりうる事象を想定して実働訓練を行った。
①火災対応訓練：火災発生想定場所にて実際に火災報知器を作動し、初
期消火活動を行った。
②除染訓練；身体汚染者（模擬）に対するシャワー水除染。
③救護訓練；負傷者（模擬）を救急車（模擬）まで担架搬送した。現場
救護班は速やかに負傷者の救護活動を行い、防災本部に連絡を実施。連
絡を受けた防災本部は救急車の出動要請を行った。
④収束活動訓練；防災本部が排風機停止、目張り実施を判断して活動班
に指示し、指示を受けた活動班による排風機停止(模擬)、建屋目張り作
業(実動)の実施。

○実施状況
・要素訓練及び総合訓練で実動訓練を実施
○テーマ
・放射性物質放出箇所の応急復旧（建屋開口部の閉止）
・放射性物質の回収、除染
・放射線モニタリング（サーベイメータ取扱等）
○連携状況
・現場と緊対所との連携を総合訓練で実施
○他事業者評価
・新型コロナウイルス感染拡大に伴い中止

・認定会議には原子力防災本部本部長付（本部の指揮をとらない執行役
員）が参加できていた。
・特定事象の根拠、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に実施できていた。

●10条確認会議については、会議において組織を代表する原子力防災管
理者により、発生事象、事象進展の予測、
　事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われた。

・会議にはERC常時応答者及び副原子力防災管理者が参加した。
・事象の説明及び応急対策について主体的に説明ができていたが、進展
予測と戦略については緊対所内における情報共有に時間を要し、ERCへの
連絡が遅くなった。
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Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班との
情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を
接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

4

(P)

中期計画の見直し 前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定
し、計画的に教
育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定し
ている。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を
行っていない。

5

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

6

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提
示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

7

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

8

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
（他原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情
報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

9

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との
連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

10

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

11

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

実

績

12
(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、
９０％未満
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１０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施
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備

考

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１
５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議にお
いて組織を代表する者が発生事象、事象進展の予
測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われ
たか確認する。

現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故
シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動と連
携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場
実動訓練を要素訓練等として実施する訓練も確認の
対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導
訓練や原子力災害医療訓練訓練等は含めない。

区分 № 指標
基準

2021/3/4,28

A

改善の取組により能力向上が図られている。

①ＥＲＣプラント班との情報共有
○東海第２発電所が同時発災し特定事象に至る状況に鑑みて事故、
プラントの状況が適切に情報共有されていた。
○東海発電所の事象について進展予測と事故収束対応について情報
共有はなかったが特定事象に至る東海第２発電所と同時発災である
状況下においては事象対応としては適当であった。
○東海発電所の事象について戦略の進捗状況について情報共有はな
かったが特定事象に至る東海第２発電所と同時発災である状況下に
おいては事象対応としては適当であった。

②情報共有のためのツールの活用
○東海発電所の情報はリエゾンから資料提供されていた。
－１部訓練ではＣＯＰの活用は評価対象外。
○備え付け資料を使用して漏洩箇所について適切に情報共有が図ら
れていた。

A

４つ該当

○ＦＡＸ等の通報
・第１０条（SE04)：６分
・第１５条（GE04)：４分

○通報文の正確性
・通報文は必要な誤記、記載漏れがなく情報が正確に通報されてい
た。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
・防災業務計画に基づき判断根拠の説明ができた。

○第２５条報告
・事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（３回報
告）

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣとの交信のためのテレビ会議システム接続は円滑に操作さ
れていた。

A

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施してい
る。

・令和3年10月
○前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを
行っている。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練
シナリオを設定していた。

A

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施した。

B

適度なシナリオで多様化に取り組んだ

【１部訓練】
（シナリオ概要）
東海発電所は，地震（東海村震度6 弱）が発生し，管理区域内で廃
液の漏えい事象及び負傷者の発生を想定した。
（シナリオ多様化）（３つ以上付与）
・東海第２発電所との同時発災
・キーとなる要員配置変更（東海第二統括者体調不良→東海統括者
が代行）
・管理区域内で廃液の漏えい事象及び負傷者の発生を想定

【２部訓練】
（シナリオ概要）
　管理区域外にてL1輸送容器運搬車が地震により横転し、運搬車両
用燃料への引火による火災の発生及びL1輸送容器損傷に伴う放射線
の放出により，ＳＥ０４，ＧＥ０４に至る。
　（シナリオ多様化）
・複数のEALの発生なし

A

４つ該当

〇①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　発電所広報班やＥＲＣ広報班リエゾンと連動したプレス対応を実
施した。
○②記者等の社外プレーヤの参加
　模擬記者として，新聞記者（電気新聞社）が社外プレーヤとして
訓練に参加した。
〇③模擬記者会見の実施
　電気新聞記者及び東京電力ＨＤが社外プレーヤ（模擬記者役）と
して訓練に参加した。
〇④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　模擬ＨＰへプレス文の掲載を実施

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施

○①事業者間の支援活動
　原子力事業者間の支援要請として，原子力事業者間協力協定に基
づく幹事会社（東京電力ＨＤ）への支援要請（実連絡）を実施し
た。また，原子力事業者支援本部設置等の連携訓練を実施した。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　原子力事業所災害対策支援拠点の選定（茨城事務所）及び拠点運
営活動のうち，初動対応（電話実連絡，拠点開設準備，原子力事業
者間協力協定に基づく対応）を実施した。
○③原子力緊急事態支援組織との連動
　原子力緊急事態支援組織への支援要請（実連絡）を実施した。ま
た，原子力緊急事態支援組織との実動訓練は要素訓練として実施し
た。

A

４つ該当
○①他事業者への視察
　あり（統原防による即応センター視察：15、ＤＶＤによる即応セ
ンター・緊急時対策所視察：13、即応センター・緊急時対策所の現
場視察：1訓練、ＥＲＣにおける即応センター視察：1）
○②自社訓練の視察受入れ
　有（北海道電力，東北電力，東京電力ＨＤ，中部電力，北陸電
力，関西電力，中国電力，四国電力，九州電力，電源開発）：ＤＶ
Ｄによる
○③ピアレビュー等の受入れ
　有（東京電力ＨＤ）
○④ＥＲＣへの訓練視察
　有（中国電力 島根）

A

①～③が実施されている。

○①問題点から課題の抽出
　前回の訓練から１件の課題が抽出されている
○②原因分析
　前回の訓練から抽出された１件の課題に対して原因分析されてい
る
○③原因分析結果を踏まえた対策
　前回の訓練から抽出された１件の課題に対して原因分析を踏まえ
た対策が検討されている

A

９０％以上
(１部訓練）
○訓練参加率：９６%
（参加人員１２４名/計画人員129名）

(２部訓練）
○訓練参加率：２６５%
（参加人員５３名/計画人員２０名）

日本原電東海発電所

【第2部訓練】
〇会議の招集について速やかに実施できた。
〇当社対応者は，発話ルール等により，発生事象，
事象進展の予測，事故収束対応等を簡潔に説明
した。
10条（13:55判断） 開始13：58，終了14:02
15条（14:31判断） 開始14：34，終了14:38

【第1部訓練】
第1部訓練で実施。
・テーマ：モニタリングポスト故障に伴う対応訓練
・マルファンクション付与：体調不良者発生による体制変更
・緊急時対策所との連携：有
・他事業者の評価：無



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－４
1／9

JAEA人形峠 原電東海 NFI東海 ＮＭＣＣ六ヶ所
JAEAふげん 京大 NFI熊取

近大 MNF
日本原燃埋設 NFD
東大 日本原燃濃縮 GNF-J

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：緊急時対策所とＥＲＣプラント班との情報共有が円滑かつ確実に
対応できていた。

【東芝】
事故収束対応戦略に複層的な戦略が示されなかった。
【京大】
COPを活用した十分な情報共有ができなかった。
【近大】
通報文の発話による時刻と通報文に掲載された時刻が異なっていたり小さいミス
があった。
【NMCC東海】
一部で状況を十分に把握せずに発話している場面があった。
【JNFL濃縮】
施設状況について圧力や温度情報が提示されていなかった。
【NFI東海】
進展予測と事故収束対応について情報提供が十分ではなかった。
【NFI熊取】
COPの作成作業の遅れがあった。
【MNF】
事象の推移予測と事象収束戦略について情報の遅れが生じていた。
【NFD】
 事故収束対応戦略を策定していたが情報提供の迅速性にかけた。
【ＧＮＦ－Ｊ】
戦略の進捗状況はCOPをもとに情報共有を図っていたが一部通報遅れがあっ
た。

【NMCC六ヶ所】
・事象の推移予測と事象収束戦略については、共有する日本原燃の設備操作時
間を把握しておらず情報共有できなかった。
・COPを策定していたが、共有する日本原燃の施設概要を把握しておらず機能し
ていなかった。

備
考

JAEA人形峠：日本原子力研究開発機構人形峠技術センター
JAEAふげん：日本原子力研究開発機構新型転換炉原型炉ふげん
NDC：ニュークリア・デベロップメント(株)（MHI原子力研究開発(株)に社名変更）
JNFL埋設：日本原燃(株)埋設事業部
東大：東京大学大学院工学系研究科原子力専攻
原電東海：日本原子力発電(株)東海発電所
（次頁以降、同様）

東芝：東芝エネルギーシステムズ（株）原子力技術研究所
京大：京都大学複合原子力科学研究所
近大：近畿大学原子力研究所
NMCC東海：核物質管理センター東海保障措置センター
JNFL濃縮：日本原燃(株)濃縮事業部
NFI東海：原子燃料工業(株)東海事業所
NFI熊取：原子燃料工業(株)熊取事業所
MNF：三菱原子燃料工業(株)
NFD：日本核燃料開発（株）
GNF-J：(株)グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン
（次頁以降、同様）

NMCC六ヶ所：核物質管理センター六ヶ所保障措置センター
（次頁以降、同様）

区分 情報共有・通報 指標１ 緊急時対策所とＥＲＣプラント班との情報共有
評価対象の
考え方など

　事故・プラントの状況（現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状
況、負傷者の発生等の発生イベント、現況）、進展予測と事故収束対応（事故の
進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策））、戦略の
進捗状況（事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況）について、ＥＲＣ
プラント班との情報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れが
なく緊急時対策所から積極的に情報提供がされているかを評価する。
　事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時
に施設全体の現況について説明ができたか、また、図表などの視覚情報（ＥＲＣ
備付け資料）の活用、リエゾンの活動（ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、
緊急時対策所を補助するという目的に応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を
認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされている
か、ＥＲＣプラント班の意向等を緊急時対策所等に伝達しているか等）を評価す
る。

事
業
所

東芝

NDC
NMCC東海

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

改善の取組により能力向上が図られている。 6 一部に改善の余地がある。 10 一層の改善が必要である。 1



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－４
2／9

 JAEA人形峠 NMCC東海 東芝 MNF 　
JAEAふげん JNFL濃縮 近大 NFD
NDC JNFL埋設
ＮＭＣＣ六ヶ所 GNF-J 東大
京大 原電東海 NFI熊取

備
考

事
業
所

NFI東海

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：確実な通報連絡が支障なく円滑に対応できていた。 【東芝】
第10条通報において１０分間基準値を超過したことを明確に記載していなかった。

【近大】
第10条事象の通報が遅れた。

【NFI東海】
警戒事態該当事象連絡の通報文に記載の誤りがあり、自らこれを発見して訂正
報を発出できなかった。

【東大】
記載の誤記、漏れがあったにもかかわらず、訂正報を送信しなかった。

【NFI熊取】
第25条報告を実施したが、約70分の間隔が空き、適切なタイミングで報告できな
かった。。

【ＭＮＦ】
第10条事象及び第15条事象（同時発災）の通報が遅れた。

【NFD】
　記載の漏れがあり、その後訂正報を送信したが訂正報であることを明確に示し
ていなかった。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

４つ該当 10 ３つ該当 7 ２つ以下 0

区分 情報共有・通報 指標２

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

評価対象の
考え方など

　特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切か
つ迅速に行われているか評価する。
①ＥＡＬに該当する事象（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に
係る事象）を原子力防災管理者が判断した時刻から、ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント
班に発信操作した時刻までを計測して評価する。また、ＦＡＸ等の着信確認を確
実に行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡ができた
かを評価に含める。
②特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５
条事象に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考
として、全ての通報、連絡及び報告について、万一、誤記、記載漏れがあった場
合に事業者がこれを発見し訂正報が確実に行われていることを確認する。
③事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に
係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラント班
に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行わ
れたか評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めて
いる項目（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び
放出状況、モニタ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－４
3／9

JAEA人形峠 原電東海 NDC 　 ＮＦＩ東海 　 GNF-J
東芝 ＮＭＣＣ六ヶ所　 東大 　
ＪＡＥＡふげん 京大 　 ＮＦＩ熊取　 　
JNFL濃縮 近大 　 MNF
JNFL埋設 ＮＭＣＣ東海 ＮＦＤ

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示で実施 【NDC】
正／副防災管理者及び一部プレーヤーに基本シナリオを開示

【NMCC六ヶ所】
シナリオの一部を緊対所要員に開示

【京大】
緊対所の一部要員にシナリオ開示

【近大】
副防災管理者１名にシナリオ開示

【NMCC東海】
正／副防災管理者及び一部プレーヤーにシナリオの一部を開示

【NFI東海】
概要のみ開示

【東大】
防災管理者のみ開示

【NFI熊取】
シナリオ詳細は非提示

【MNF】
発災現場要員のみ開示

【NFD】
社内管理職に開示

【GNF－J】
本部要員のみ一部開示

備
考

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示 6 Ａ，Ｃ以外 11 全てのプレーヤに対して全てのシナリオを提示 0

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標６ シナリオ非提示型訓練の実施状況
評価対象の
考え方など

シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を
確認する。
シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の
起因事象等といった訓練の前提条件は含まない）が事前演習
等も含め全く提示されていない場合をシナリオ非提示とする。



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－４
4／9

JAEA人形峠 京大 　 MNF NMCC東海
東芝 近大 　 GNF-J 東大
JAEAふげん JNFL濃縮 　 NFI熊取
ＮＤＣ JNFL埋設 NFD
NMCC六ヶ所 NFI東海 原電東海

事
業
所

特
徴
的

【JAEA人形峠】
（１部訓練）
・加工施設(1/1施設)､使用施設等(1/3施設)でAL以上の同時発災
・自然災害の発生に伴うアクセスルート使用困難
・消防水利への給水ポンプ操作盤の操作ミス
（２部訓練）
・複数の異なるEALを設定（SE02/GE02、SE01）
【東芝】
・放射線管理要員不足による本社への応援を設定
・建屋倒壊による避難経路変更を設定
・モニタリングポスト１台の故障を設定
【JAEAふげん】
（１部訓練）
・現地対策本部施設班長の一時不在
・敦賀OFCへの実動派遣（模擬OFC員へ説明を実働）
・機構TV 会議システムが30分程度使用不能（ 現地対策本部）
（２部訓練）
・SE01通報後に判断基準を下回ったが、再度SE01、GE01に該当する事象が発生
したため２回通報を行った。
【NDC】
・副原子力防災管理者1名不在を設定
・人為的ミスにより、用意した資機材では放射性ガス漏えい防止のための目張り
作業が不可能な状況を設定
・敷地境界付近空間線量当量率測定のための機器が故障
 【NMCC六ヶ所】
・分析セルの排気フィルタの破損
・日本原燃㈱再処理施設に分析建屋グローブボックス系排風機の停止依頼
・管理区域内における負傷者の発生
【京大】
・複数施設の同時発災
・複数のEAL（ＳＥ２１、ＳＥ０４、ＧＥ２１）
・当初の消火活動の失敗

【NMCC東海】
（１部訓練）
・通信設備の故障
・放射性物質の放出状況を踏まえた拡大防止対策に係る判断分岐
・モニタリングポストが設置されていない方向を風下とする風向を想定し近隣の施
設と連携
（２部訓練）
・発生するＥＡＬは昨年度の訓練と同じもの。
【東大】
（１部訓練）
・ＭＰ１台故障
・複数の汚染傷病者（２名）の発生
（２部訓練）
・発生するＥＡＬは昨年度の訓練と同じもの。
【NFI熊取】
・オフサイトセンターへの派遣
・地震による断水を想定
【NFD】
（１部訓練）
・火災の発生を想定
・放射性物質放出量及び放出濃度による応急対策の判断分岐
・管理区域内でプール水による被ばく者の可能性を想定
（２部訓練）
・複数のEAL発生なし（ＳＥ０１、ＧＥ０１）
【原電東海】
（１部訓練）
・東海第２発電所との同時発災
・キーとなる要員配置変更（東海第二統括者体調不良→東海統括者が兼務）
・管理区域内で廃液の漏えい事象及び負傷者の発生を想定
（２部訓練）
・複数のEALの発生なし

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた 12 適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた 5 平易なシナリオであった 0

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標７ シナリオの多様化・難度
評価対象の
考え方など

対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のた
め、訓練プレーヤーへ難度の高い課題を与えているか、シナリ
オの多様化に努めているかを確認する。
　発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事
象の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状
態、場面設定（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の
状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイトセンターを想定し
た要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、
これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポ
イントやマルファンクションの数、マルチエンディング方式の採
用などから、シナリオの多様化・難度の取り組みについて総合
的に確認する。



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－４
5／9

備
考

的
な
実
施
内
容

【近大】
（１部訓練）
・管理施設内の人員避難
・マニュアルスクラム故障
・負傷者発生
（２部訓練）
・複数のＥＡＬ区分を設定（ＳＥ１１、ＳＥ５１、ＧＥ４２）
【JNFL濃縮】
（１部訓練）
・他施設同時発災を想定し、加工施設・廃棄物埋設施設（２施設）でＡＬを想定
・入域ゲート故障によるアクセスルート変更の判断を検討
・初動時に班長不在
（２部訓練）
・複数の異なるEALを設定していた。
【JNFL埋設】
（１部訓練）
・他施設同時発災を想定し、加工施設・廃棄物埋設施設（２施設）でＡＬを想定
・情報連絡手段の使用不可
・負傷者、火災の発生
（２部訓練）
・複数の異なるEAL（SE01/GE01及びSE05/GE05)を設定
【NFI東海】
・放射性物質の漏洩状況に応じた閉じ込め措置の判断分岐
・放射性物質の漏洩状況に応じた回収措置の判断分岐
・公設消防不可と地震による停電、断水
【MNF】
・複合事象として、ウラン粉末の入ったSUS缶の落下を想定。
・内部被ばく者の発生
・応急措置に向かった作業員の負傷
【GNF-J】
・負傷者1名（汚染、内部被ばくあり）、公設消防出動不可
・室内ウラン粉末飛散、火災、建屋開口及び屋外ウラン粉末漏えいの複数事象が
同時に発生した場合の判断分岐
・TV会議システムの一時不通状態を想定



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－４
6／9

JAEA人形峠 NMCC東海 　 東大 GNF-J ＮＭＣＣ六ヶ所 　
東芝 JNFL濃縮 　 NFI熊取 原電東海 京大 　
JAEAふげん JNFL埋設 　 MNF 近大 　
ＮＤＣ NFI東海 NFD 　

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

【JAEA人形峠】
①②➂④防災関係コンサルティング会社の参加

【東芝】
①③④要素訓練にて、社内ホームページ（模擬ページ）に公開

【JAEAふげん】
①➂④もんじゅ訓練の際に東京本部模擬記者会見を実施

【NDC】
①②➂三菱原子燃料総務部長が模擬記者として参加

【NMCC東海】
①②③要素訓練で社外プレーヤー参加のもと、広報訓練を実施

【JNFL濃縮、埋設】
①②③④記者役として、東北電力㈱広報担当者（１名）が参加して模擬記者会見
を実施

【NFI東海】
①③④模擬記者会見を実施

【東大】
①②③④核物質管理センター東海保障措置センター職員が模擬記者役として参
加

【NFI熊取】
①③④模擬記者会見を実施

【MNF】
①②③NDCが社外プレーヤー参加

【ＮＦＤ】
①②③模擬記者会見を実施

【GNF－J】
①③④模擬HPにプレス分を掲載し外部への情報発信を実施

【原電東海】
①②➂④模擬記者として，新聞記者（電気新聞社）が社外プレーヤとして訓練に
参加した。

【ＮＭＣＣ六ヶ所】
③模擬記者会見を実施

【京大】
①④広報文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載

【近大】
①④広報文の作成し、大学広報へ送付までを実施。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

３つ以上該当 14 ２～１つ該当 3 該当なし 0

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標８

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等
を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情報発信

評価対象の
考え方など

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円
滑に行うために、どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニン
グの講師なども対象とする。④の情報発信ツールについては、模擬Ｈ
Ｐ掲載文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。　広報
活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事
業所を有する事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内
容が同一の場合に限り、他の原子力事業所の訓練を評価の対象に
含める。



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－４
7／9

JAEA人形峠 JNFL埋設 　 ＮＤＣ 東大 NFD
東芝 原電東海 　 NMCC六ヶ所 NFI熊取
JAEAふげん 　 近大 MNF
NMCC東海 京大 GNF-J
JNFL濃縮 NFI東海

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

【JAEA人形峠】
①②原子力事業所災害対策支援拠点に現地対策本部要員を派遣し設置

【東芝】
②救護訓練として、原子力事業所災害対策支援拠点より産業医、看護師の要請
／受入れを実働で実施。

【JAEA ふげん】
①②➂資機材の受入を敦賀地区の要素訓練として実施

【NMCC東海】
①②東海ノアに対する支援要請連絡訓練及び東大へのモニタリング支援の実働
訓練を実施した。

【JNFL濃縮、埋設】
①②➂総合訓練（１部訓練）において、原子力事業所災害対策支援拠点への要
員派遣、全社対策本部との連携を実施

【原電東海】
①②➂原子力事業者間の支援要請として，原子力事業者間協力協定に基づく幹
事会社（東京電力ＨＤ）への支援要請（実連絡）を実施した。また，原子力事業者
支援本部設置等の連携訓練を実施

【ＮＤＣ】
②要素訓練で原子力事業者防災業務計画に定める原子力事業所災害対策支援
拠点への資機材の輸送訓練、支援拠点と緊対所間での通信訓練（電話、ＦＡＸ、
電子メール）を実施
　
【ＮＭＣＣ六ヶ所】
②要素訓練において原子力事業所災害対策支援拠点における資機材の準備や
設営

【京大】
②原子力事業所災害対策支援拠点を設置し資機材の輸送を実動にて実施

【近大】
②要素訓練において、原子力事業所災害対策支援拠点への物資移　動の為、台
車を用いて通路の確認及び所要時間の確認訓練を実施

【NFI東海】
②原子力事業所災害対策支援拠点へ要員を派遣し、資機材の調達・輸送を実施

【東大】
②原子力事業所災害対策支援拠点へ要員を派遣し、資機材の調達・輸送を実施

【NFI熊取】
②要素訓練にて、災害対策支援拠点（於、京都大学粒子線腫瘍学研究センター）
を開設し、運搬、連絡を実施

【MNF】
②要素訓練でNFI-東海に対して必要機材の運搬、外部機関受入体制の構築を実
働、本部との通信確認を実動

【GNF-J】
②で災害対策支援拠点へ要員を派遣し、本部間との通信訓練を実施した。

【NFD】
総合訓練では東海ノアへの支援要請の実連絡を実施したが実働は実施していな
い。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で
実施

7
原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動
で実施

9 実動なし 1

備
考

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標９
後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との連動

評価対象の
考え方など

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動
の訓練の状況を評価する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、か
つ、移動先で物資や人を実際に機能させる訓練をいう（移動のみの場
合は実動としない）。評価の対象とはしないが、実動で訓練を行わな
い場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対
応と同じ連絡先と情報のやり取りを実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。
　①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めてい
る事業所に限り評価対象とする。なお、事業者間の協定等がない事
業所であって、自社の他事業所からの支援活動が定めている場合は
評価対象とする。



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－４
8／9

備
考



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLは2部制訓練対象事業所）) 別添４－４
9／9

JAEA人形峠 NMCC東海東海 NFI熊取 東芝
JAEAふげん JNFL濃縮 MNF NMCC六ヶ所
NDC JNFL埋設 NFD
京大 NFI東海 GNF-J
近大 東大 原電東海

備
考

事
業
所

特
徴
的
な
実
施
内
容

①他事業者への視察
【JAEA人形峠】原電東海、１Ｆ、２Ｆ、原燃埋設。【JAEAふげん】関電大飯。【NDC】
MNF。【京大】NFI熊取。【近大】京大。【NMCC東海】JAEA大洗、東大、JAEA原科
研。【JNFL濃縮】JAEA人形峠、１Ｆ，２Ｆ高浜、玄海。【JNFL埋設】JAEAふげん、大
飯、人形峠、１Ｆ，２Ｆ、高浜。【NFI東海】東芝、NFI熊取。【東大】NMCC東海。【NFI
熊取】京大、NFI東海。【MNF】NDC。【NFD】JAEA大洗。【GNF-J】１Ｆ，２Ｆ、NDC、
JNFL再処理、浜岡。【原電東海】統合NW15件等

②自社訓練の視察受入れ
【JAEA人形峠、ふげん】統合防災NW。【東芝】NFI東海。【NDC】MNF、広域消防。
【京大】近大、NFI熊取、地元消防。【近大】京大。【NMCC東海】なし。【JNFL濃縮、
埋設】東電、東北電力、電発、RFS。【NFI東海】NFI熊取。【東大】NMCC東海。【NFI
熊取】なし。【MNF】NDC、三菱マテリアル。【NFD、GNF-J】新型コロナウイルス対
策のため中止。【原電東海】北電、東北電力、東電、中電、北陸電力、関電、中国
電力、四電、九電、電発

③ピアレビュー等の受入れ
【JAEA人形峠、ふげん】防災関係コンサルタント会社。【東芝】NFI東海。【NDC】
MNF。【京大】近大、NFI熊取。【近大】京大。【NMCC東海】東大。【JNFL濃縮、埋
設】東電。【NFI東海】なし。【東大】NMCC東海。【NFI熊取】京大、NFI熊取。【MNF】
NDC。【NFD、GNF-J】新型コロナウイルス対策のため中止。【原電東海】東電

④ＥＲＣへの訓練視察
【JAEA人形峠、ふげん】なし。【東芝】１Ｆ，２Ｆ。【NDC】１Ｆ，２Ｆ。【京大】なし。【近
大】なし。【NMCC東海】NMCC六ヶ所、JAEA大洗。【JNFL濃縮、埋設】JAEA人形
峠、１F,2F、高浜、玄海。【NFI東海】東通、大飯。【東大】あり。【NFI熊取】１F,2F、東
通。【MNF】敦賀、川内。【NFD】NDC。【GNF-J】なし。【原電東海】島根

【東芝】
①④なし。②③NFI東海

【NMCC六ヶ所】
①②➂なし。④JNFL再処理

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

３つ以上該当 15 ２～１つ該当 2 該当なし 0

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標１０

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

評価対象の
考え方など

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の
訓練への視察やピアレビュー等を求めるといった取組について
確認する。
　なお、①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対
象とする。また、③は原子力や防災に関連する第三者機関によ
る評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れ
た場合も実績に含める。
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ＷｅｂＥｘを用いたＥＲＣプラント班との情報共有

2022年7月21日

別添４-５
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背 景

 2020年度よりＥＲＣプラント班との情報共有手段として従来

の電話連続通話に加えて書画装置を併用した。この結果、

ＦＡＸ、電子メールで送信していた画像情報を効率よく共有

できるようになった。

 2021年度訓練で書画装置を接続しようとしたところ接続で

きず、急遽ＷｅｂＥｘ方式で接続して訓練に対応した。

※ ERCからNDCシステムの固定IPアドレスへアクセスする方法

本資料では、2021年度訓練で用いたＷｅｂＥｘによる緊急

時対策所－ＥＲＣプラント班間の情報共有について説明す

る。

※
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2021年度訓練での想定事象への対応

✔ 排気筒内ガス濃度上昇率を毎分約33Bq/cm に設定（前年度の２倍）

✔ 事象発生約15分後に排気筒内ガス濃度が500Bq/cm に到達

✔ 10分経過後（事象発生後約25分）にSE、GE同時該当

3

3

事象発生後に放射線レベルが急激に上昇するケースを想定

✔ 戦略選択条件の明確化 ➡ 戦略シート見直し

✔ ERCとの情報共有の迅速化 ➡ 書画画像、PC画像の利用

2020年度 ；書画画像を共有

2021年度 ；書画画像＋PC画像を共有

✔ 応急措置実施状況の共有化 ➡ 準備、着手、完了の時刻、効果を

一覧表形式で表示

✔ 収束作業の効率化 ➡ 要素訓練により、作業要領改善

短時間で収束戦略を決定し実行するための取組み
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2021年度訓練時の情報共有方式

通報文

戦略シート

連絡メモ

放射線データ

緊急時対策所

ERC対応者

ＥＲＣ対応者は、時系列情報、放
射線データ、COP等を書画装置、
PC画面で表示しながら説明

ERCプラント班

補助者（1）
通話傍聴・画面切替

補助者（2) Q/A対応

ERC対応チーム

WebEx

社内LAN

FAX

連続通話

書画画面 ；時系列情報、COP等

画面切り替え

PC画面 ； 放射線データ
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放射線トレンドと事象、戦略（2021年度訓練時）

事象発生

戦略決定

10条/15条該当

【収束戦略】

● 給排気系緊急停止

● プール水面ガス捕集

給排気系停止より排気筒、
M/P指示値低下

プール水面ガス捕集により
エリアモニタ上昇抑制
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画像による情報共有の利点

 発生した事象の推移が早く短時間で原災法事象に至るケースでは、収束戦略を迅速に

決定する必要がある。

 戦略検討の際は、時系列情報、放射線データ、COP等、多くの情報を効率的にERCと

共有する必要がある。

 特に外部へ放射性物質が放出されている状況では、各部モニタ値（エリア、排気筒、M/P

等）の時々刻々の変化をERCと共有しながら戦略を検討することが重要である。

情報の種類に適した方法で表示を切り替えながら情報を共有することが有効である。

時系列情報 、COPシート 等の手書きで情報を追加しながら説明する

資料の表示に適している。

放射線データ はリアルタイム性が重要であり、社内LAN経由で共有

される放射線データを時間遅れなく表示できる。

戦略選択に係る要求

情報の種類に適した表示方法

書画画像

PC画像
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WebExによる情報共有の課題

2021年度訓練ではWebEx方式による接続を行った

が、会議設定等の準備が必要となるため、緊急時に

迅速に対応できない可能性がある。

書画画像、PC画像の共有は、電話連続通話による

情報のやり取りを補足するための強力なツールであ

り、非常時の対応手段として使える状態にしておきた

い。





施設の特徴に応じた現実的なシナリオに基づく訓練
（2部制訓練）について

2022年7月21日

第14回原子力事業者防災訓練報告会

別添４－６
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１．はじめに

2

＜ 第１部 現実的なシナリオに基づく訓練 ＞
・ 現実的な範囲（想定できるシナリオ）でALに至る訓練
・ 現場-緊対所-外部との連携した現場実動訓練
・ 緊急時モニタリング、オフサイトセンター活動、広報などの訓練※

＜ 第２部 緊対所や本社の対応確認の訓練 ＞
・ 原子力災害を想定するものとしてSE、GEに至る訓練
・ 現場対応は実施なし（現場状況はコントローラが付与）

※ 第1部訓練、要素訓練又はそれらの組み合わせにより実施する。
（令和３年度 第25回原子力規制委員会資料より）

令和3年度の原子力防災訓練は、令和3年度第25回原子力規制委員会で示された「施設の特徴に
応じた現実的なシナリオに基づく訓練（2部制訓練）の展開」に基づき、2部制訓練で実施した。
＜背景＞

令和元年度第61回原子力規制委員会（令和2年2月5日）において、 第二種廃棄物埋設施設や廃止措置段階の原子炉施設
のうち敷地から燃料を搬出した施設に対する事業者防災訓練のあり方について、原子力規制委員会から検討を行うべきとの指示が
あった。

令和2年度第19回原子力規制委員会（令和2年8月19日）において、原子力規制委員会より、 令和2年度の事業者防災訓練
の実施方針として、第二種廃棄物埋設施設である日本原燃㈱濃縮・埋設事業所埋設事業部において、訓練実施方法を2部制（第
1部：現実的なシナリオに基づく訓練、第2部：緊急時対策所や本社の対応確認の訓練）で実施し、訓練が成立するか検証すること、
検証結果を踏まえ、訓練実施方法及び訓練評価指標の見直し、対象とする原子力事業者の範囲を検討することが了承された。

令和3年度の事業者防災訓練の実施方針として、令和２年度の訓練試行結果により、日本原燃㈱濃縮・埋設事業所埋設事業部
と同様に、相対的にリスクの小さい原子力事業所（IAEA のハザード分類で分類Ⅲに該当する施設のみがある事業所又はすべての
原子力施設が冷却告示に規定された事業所）について、2部制訓練を実施することとなり、当社濃縮事業部は２部制訓練を実施す
ることとなった。

（令和２年度 第19回原子力規制委員会資料より）



２．2部制訓練を行うための考え方

○訓練分割前後の訓練に対する網羅性（以下、イメージ図）

3

防災業務計画に定める機能を整理

通報連絡：①・・・・・、②・・・・・

救護活動：①・・・・・、②・・・・・

モニタリング：①・・・・・、②・・・・・

避難誘導：①・・・・・・、②・・・・・

放射線影響範囲推定：・・・・・・・

＜考え方＞
ステップ１：原子力事業者防災業務計画に定める機能（活動内容）を整理
ステップ２：第1部、第2部訓練で確認する（できる）機能を整理
ステップ３：第1部、第2部訓練で確認することができない部分は個別訓練でフォロー

第1部訓練
現実的なシナリオを想定

通報連絡①

救護活動①

モニタリング①

避難誘導①、②

第２部訓練
原子力災害を想定

通報連絡②

ERC対応

個別訓練

モニタリング②

放射線影響範囲推定

救護活動②

ステップ1 ステップ３ステップ２

２部制訓練は、年1回の総合訓練ではすべての機能を確認することができないため、規制庁から
提示された「通報訓練を第２部訓練とした場合の２部制訓練の実施イメージ」（本資料２頁参照）に
基づき、２部制訓練および個別訓練の組合せによって訓練項目に漏れのないよう実施する。

ERC対応：・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・ 他

ERC対応

・・・・・ 他

※当社は要素訓練について、「個別訓練」という。



３．実施内容
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令和3年度の原子力防災訓練は、「２．2部制訓練を行うための考え方」に基づき、実施した。

第1部 第2部 その他※

種別 総合訓練 総合訓練 個別訓練

主目的 異常発生時の現場収束活動ができること ・特定事象の通報と状況説明
・体制の確立 後方支援活動その他の活動

シナリオ
・埋設との同時発災
・現実的なシナリオ
・訓練範囲：AL

・埋設との同時発災
・非現実的なシナリオ
・訓練範囲：SE／GE

・再処理事業部シナリオ
・訓練範囲：AL～GE

訓練方法

実動連携訓練（現場-緊対所-全社-ERC）
・事業部/全社対策本部対応訓練
・通報訓練
・避難誘導訓練
・救護訓練
・モニタリング訓練
・ERC対応訓練 ・・・他

通報連絡およびERC対応に必要な情報をコント
ローラが付与
・事業部／全社対策本部対応訓練
・通報訓練
・ERC対応訓練

・オフサイトセンター対応訓練
・災害対策支援拠点設営訓練

訓練体制
（対象者）

・濃縮事業部対策本部要員
・全社対策本部要員

・濃縮事業部対策本部要員のうち、本部員（判
断者）、本部事務局員（通報対応）

・全社対策本部要員のうち、本部事務局員
（ERC対応者など）

・濃縮:オフサイトセンター要員
・全社:対策本部要員

情報共有
・通報文
・COP（設備状況、施設状況図、戦略図）
・時系列情報共有システム
・音声情報共有システム

・通報文
・COP（設備状況、施設状況図、戦略図）
・時系列情報共有システム
・音声情報共有システム

・通報文
・時系列情報共有システム

※再処理事業部で行う総合訓練に濃縮事業部は個別訓練として参加し、後方支援活動その他の活動を実施



4．グッドプラクティス
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○２部訓練に対する工夫①
第２部訓練においては、訓練プレーヤ（本部員、本部事務局）が、プラント情報等の各種情報を、

第１部訓練と同様な入手方法（COP（設備状況、施設状況図、戦略図）、時系列情報共有システ
ム 等）で入手できるように、コントローラーが付与情報を事前に準備し、付与することで第１部（実働
訓練）と同様な対応で行った。

は、第2部訓練の情報の流れを示します。（具体的にはＰ16参照）
第１部訓練における情報の流れ＜ 現場 ⇔ 緊急時対策所 ⇒ ＥＲＣ対応ブース（全社緊急時対策所含む）＞
第２部訓練における情報の流れ＜コントローラ ⇒ 緊急時対策所 ⇒ ＥＲＣ対応ブース（全社緊急時対策所含む）＞



4．グッドプラクティス

○２部訓練に対する工夫②
２部制訓練を実施する場合は、第1部訓練で想定する事象範囲を、警戒事態（AL）

事象までのシナリオ設定とするため、オフサイトセンター対応や災害対策支援拠点対応の
実働対応がないことから、第2部訓練または個別訓練で実施する必要がある。

そのため、訓練の合理化の観点から、再処理事業部で行う総合訓練に濃縮事業部は
個別訓練として参加し、後方支援活動その他の活動を実施した。

6

再処理 濃縮 濃縮
（１部）

濃縮
（2部）

原子力防災訓練日 11/30
（総合）

11/30
（個別）

12/21
（総合）

12/21
（総合）

オフサイトセンタ―対応 〇 〇 - -

災害対策支援拠点対応 〇 〇 - -



５．2部制訓練の苦労した点およびメリット・デメリット

訓練方法 メリット デメリット
【第１部訓練】

現実的なシナリオに基づく訓練
＜現場実動あり＞

 現実的なシナリオによる訓練を実施す
ることにより、事象発生の根拠やモニタ
リングポストなどの数値推移などが現実
的なものとなり、事故対処に関する手
順どおりに実施することができた。

 特になし

【第２部訓練】
原子力災害対策特別措置法に基づく

シナリオ事象
＜現場実動なし＞

 原災法に基づく通報について、規制庁
と連携して実施することができ、適切な
通報連絡が実施できることを確認する
訓練ができた。

 EALの判断、通報連絡、ERC対応な
ど万一に備えた対応として、習得してお
くべきスキルに対してポイントを絞った個
別訓練を実施することができた。

 コントローラシナリオに基づき、事象発
生やその対処に対して、あらかじめ設定
した時間で進めるため、事象進展が早
く、通報文作成および通報までの間隔
が短く、通報対処を行う対策班の負担
が大きかった。

7

○２部制訓練におけるメリット・デメリット
今回実施した２部制訓練におけるメリット・デメリットについては、以下のとおり。

○２部制訓練における苦労した点
第２部制訓練を実施するにあたっての苦労した点については、以下のとおり。
➣ 令和３年度訓練は、濃縮、埋設同時発災として訓練を実施したため、施設における特定事象の

発生タイミングが重ならないようなシナリオに設定することに苦慮した 【第2部】
➣ 訓練時間を考慮し、前提条件として既に事象進展（AL事象 等）している状況を付与するため、

プラント状態の検討やシナリオ構築に苦慮した 【第2部】



６．まとめ
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これまでの訓練では、非現実的な状況設定（モニタリングポスト
指示値上昇など）により、事故対策活動には疑義が生じていた。

今回の2部制訓練導入により、一部デメリットはあるものの、実
効性をもった活動や評価が実施できるため、事故対応能力向上
に有効な訓練であった。

なお、今後も原子力災害対応に対しては、高みを目指した訓練
を実施し、緊急時対応能力の維持・向上を図っていくこととする。



【参 考】
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（参考）訓練実施概要（第1部）
●実施日時

２０２１年１２月２１日（火） ９：３０～１２：００ （反省会を含む。）
●訓練目的

埋設事業部との同時発災を想定した訓練を実施するとともに、現実的な事故事象時の現場対応
能力の検証および前年度訓練の課題改善・検証をねらいとし、さらなる原子力災害に対する情報発
信能力および緊急時対応能力の習熟・向上を図ることを目的とする。

具体的な検証項目は以下のとおり。
（１）「ＥＲＣプラント班との情報共有を実施できること」

達成目標：ＥＲＣ対応ブースに対して情報共有ツールを用いて、適宜情報共有できること
検証項目：①情報フローの内容を要員が理解し、その役割どおり対応できること
検証項目：②ＥＲＣ対応ブースへ提供する情報（事故・プラントの状況、進展予測と事故収束

対応戦略および戦略の進捗状況）は、リアルタイムに行うこと
検証項目：③ＥＲＣ対応ブースへ提供する資料（ＣＯＰ（事故・プラントの状況、進展予測と

事故収束対応戦略およびその進捗状況）、ＥＲＣ備付け資料等）は説明しやす
い内容とし、当該資料を用いて説明できること

（２）「現場と緊急時対策所が連携できること」
達成目標：緊急時対応が適切に対応できること
検証項目：警戒事象、特定事象などの発生を想定した実動訓練を実施し、緊急時対策所との

連携、予め定めた時間、要員、資機材などを使用して、手順どおり実施できること

10



（参考）訓練実施概要（第1部）

●訓練参加者
事業部対策本部 訓練参加者：１６６名（訓練コントローラ１０名を含む。）

評 価 者： ７名（社内６名、社外１名）
全社対策本部 訓練参加者： ９７名（訓練コントローラ３名を含む。）

評 価 者： ３名（社内２名、社外１名）
●実施体制

11



（参考）訓練実施概要（第1部）
●情報の流れ 【濃縮事業部における全体情報フロー図（第１部）】

＜現場⇔緊急時対策所⇒ＥＲＣ対応ブース（全社緊急時対策所含む）の情報の流れ＞

12第1部訓練時の濃縮事業部 緊急時対策所 風景



（参考）訓練実施概要（第1部）

13

●訓練想定（加工施設（濃縮）および第二種廃棄物埋設施設（埋設）の同時発災）

平日昼間、震度6強の地震を起因とし、液化中の２号均質槽一部損傷、火災（管理区域）、
複数箇所での負傷者発生等の現実的な発災事象を想定した。

また、訓練中に余震（震度５弱）により、火災（非管理区域）を想定した。

現実的なシナリオ事象
9:30 9:50 10:10 10:20 11:20 11:30

避難誘導・救護活動

廃
棄
体
落
下

Ａ
Ｌ
発
生

第
１
報

対策方針策定
現場状況確認 対策活動実施 事

象
収
束

（
濃
縮
事
業
部
）

加
工
施
設

（
埋
設
事
業
部
）

第
二
種
廃
棄
物
埋
設
施
設

地
震
（
六
ヶ
所
村
震
度
６
強
）

地
震
（
六
ヶ
所
村
震
度
５
弱
）

均
質
槽
一
部
損
傷

負傷者発生
（ＨＦ暴露、怪我等）

火災発生
（管理区域）

火災発生
（非管理区域）

Ａ
Ｌ
経
過

第
２
報

Ａ
Ｌ
経
過

第
３
報

Ａ
Ｌ
経
過

第
４
報

Ａ
Ｌ
経
過

第
５
報

Ａ
Ｌ
経
過

第
６
報

避難誘導・救護活動

負傷者発生
（怪我等）

対策方針策定・現場確認 対策活動実施 対策活動実施

救護活動

対策活動実施

救護活動

Ａ
Ｌ
発
生

第
１
報

Ａ
Ｌ
経
過

第
２
報

Ａ
Ｌ
経
過

第
３
報

Ａ
Ｌ
経
過

第
４
報

Ａ
Ｌ
経
過

第
５
報

火災発生
（管理区域）

事
象
収
束

：加工施設（濃縮事業部）の事象想定

警
戒
体
制
態
勢
発
令

（
Ａ
Ｌ
判
断
）

警
戒
体
制
態
勢
発
令

（
Ａ
Ｌ
判
断
）



（参考）訓練実施概要（第2部）

●実施日時
２０２１年１２月２１日（火） １３：３０～１５：００ （反省会を含む。）

●訓練目的
原災法第１５条事象に至る原子力災害を想定し、手順に基づく情報発信ができることについて確認

する。
具体的な検証項目は以下のとおり。

（１）「確実な通報・連絡ができること」
達成目標：所定時間内で通報連絡できること
検証項目：①ＡＬ、ＳＥ、ＧＥ通報（ＦＡＸ送信）は、通報文チェックツールを用いて、記載の

誤記、漏れ等がなく速やかに通報できること
②２５条報告を事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して実施できること

（２）「事業部対策本部と全社対策本部間の情報共有ができること」
達成目標：ＥＡＬ判断および防災体制を発令し、全社対策本部へ情報共有できること
検証項目：適切なタイミングでＥＡＬ判断および防災体制を発令し、社内情報共有ツールによる

情報共有ができること

14



（参考）訓練実施概要（第2部）

●訓練参加者
事業部対策本部 訓練参加者：１２名（訓練コントローラ４名を含む。）

評 価 者： １名（社内１名）
全社対策本部 訓練参加者：１３名（訓練コントローラ２名を含む。）

評 価 者： １名（社内１名）
●実施体制

15



（参考）訓練実施概要（第2部）
●情報の流れ 【濃縮事業部における全体情報フロー図（第2部）】

＜コントローラ⇒緊急時対策所⇒ＥＲＣ対応ブースの情報の流れ＞

16第2部訓練時の濃縮事業部 緊急時対策所 風景



（参考）訓練実施概要（第2部）

17

●訓練想定（加工施設（濃縮）および第二種廃棄物埋設施設（埋設）の同時発災）

平日昼間、原子力災害に至る発災事象を想定する。現場活動は実施せず、コントローラがシナリオ
進行に必要な以下の状況付与を行った。また、今回の訓練では、訓練開始前（13:15~13:29）
に震度6強の地震を起因として、既に設備に異常が発生していることを前提条件として付与し、開始。

原子力災害対策特別措置法に基づくシナリオ事象
13:15 13:20 13:30 13:40 14:05 14:25

（
濃
縮
事
業
部
）

加
工
施
設

（
埋
設
事
業
部
）

第
二
種
廃
棄
物
埋
設
施
設

地
震
（
六
ヶ
所
村
震
度
６
強
）

Ａ
Ｌ
発
生

第
１
報

事
象
収
束

：訓練前提条件として付与

搬送車両
横転

廃棄体
散乱

均質槽
一部
損傷

排気塔
線量上昇

（屋外漏えい）

換気停止
送排風機
停止失敗

MP線量上昇警
戒
体
制
態
勢
発
令
（
Ａ
Ｌ
判
断
）

MP線量上昇

送排風機
電源OFF

警
戒
体
制
態
勢
発
令
（
Ａ
Ｌ
判
断
）

Ａ
Ｌ
発
生

第
１
報

２号発回
均質棟西
側扉損傷

（屋外漏えい）

：加工施設（濃縮事業部）の事象想定

第
2
次
緊
急
時
態
勢
発
令

SE

02/G
E

02
判
断 特

定
事
象
発
生

第
2
報

第
2
次
緊
急
時
態
勢
発
令

SE

01/G
E

01
判
断 特

定
事
象
発
生

第
３
報

MP線量低下

訓
練
終
了

訓
練
終
了

14:35

MP線量低下

14:10

横転車両
火災

散乱廃棄
体蓋開放
（屋外漏えい）

第
2
次
緊
急
時
態
勢
発
令

SE

01/G
E

01
、SE

05
判
断 特

定
事

象
発
生

第
３
報

13:50

Ａ
Ｌ
経
過

第
２
報

第
2
次
緊
急
時
態
勢
発
令

SE

05/G
E

05
判
断

特
定
事

象
発
生

第
４
報

応
急
対
策
開
始

第
25
条
報
告

第
４
報

第
25
条
報
告

第
５
報

応
急
対
策
完
了

第
25
条
報
告

第
５
報

応
急
対

策
開
始

第
25
条
報
告

第
６
報

応
急
対

策
完
了

事
象
収
束



＜シナリオ＞
第２部訓練では、ある程度ストーリーを持たせた訓練を行うため、コントローラが各対策班を模擬し、通報連絡に必要な情報を発話

していく方法で訓練を実施し、通報文に必要な情報（線量数値など）もコントローラにて付与した。
基本的に、情報共有ツールを使用して、第１部訓練（実働訓練）と同様にプレーヤーが対応できるように付与した。

18

（参考）第2部訓練で準備した資料
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＜MP情報等＞

（参考）第2部訓練で準備した資料

※その他、訓練事務局より、本部事務局へ１０分毎に
通常放出経路からの放射性物質放出状況を配付

訓練事務局より、第1部訓練同様に情報共有ツール（電子ＷＢ）に１０分毎にＣＯＰ（設備状況）を表示

（上記資料に使用した事前作成したＭＰおよびプラントデータ）



20

＜時系列情報＞

（参考）第2部訓練で準備した資料

訓練事務局より、第1部訓練同様に情報共有ツール（時系列）をシナリオに基づき、都度入力し、訓練プレーヤーへ共有を図った



21

＜EAL判断＞

（参考）第2部訓練で準備した資料

訓練事務局より、訓練前に事前付与として警戒事態該当事象（ＡＬ）が発生していることを示すＥＡＬ判断シートを付与



評価指標見直し(核燃料施設等（JAEA、JNFL（2部制訓練対象事業所除く）））（案） 　

別添５－１
1/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対する
分析・評価が行われ、
全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

情報フローを作成して
いるものの、全体が網
羅されていない　又は
情報フローを作成して
いない １

【Ｐ】

前回訓練結果に対す
る分析・評価が行わ
れ、全体を網羅した
情報フローへ反映し
ている

全体を網羅した情報
フローを作成してい
る

情報フローを作成し
ているものの、全体
が網羅されていない
又は　情報フローを
作成していない

現行指標を継続する。

２－１
事故・プラントの状況

２－１
事故・プラントの状
況

　現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線
量の状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況
について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分
であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがな
く即応センターから積極的に情報提供がされてい
るかを評価する。

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－２
進展予測と事故収束
対応戦略

　事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に
向けた対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラ
ント班との情報共有が十分であるか評価する。必
要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積
極的に情報提供がされているかを評価する。

２－３
戦略の進捗状況

２－３
戦略の進捗状況

　事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状
況について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十
分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れが
なく即応センターから積極的に情報提供がされて
いるかを評価する。

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表示シス
テムの使用に習熟し、
情報共有に活用した

特段の支障なく情報共
有が行われている 情報共有に支障があ

り、改善の余地がある

３－１
プラント情報表示シ
ステムの使用（ＥＲ
ＳＳ等を使用した訓
練の実施）

プラント情報表示シ
ステムの使用に習熟
し、情報共有に活用
した

特段の支障なく情報
共有が行われている 情報共有に支障があ

り、改善の余地があ
る

現行指標を継続する。

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セ
ンターの補助ができて
いた

特段の支障なく情報共
有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応
センターの補助がで
きていた

特段の支障なく情報
共有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地があ
る

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラン
ト班に共有され、情報
共有に資した

特段の支障なく情報共
有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラ
ント班に共有され、
情報共有に資した

特段の支障なく情報
共有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地があ
る

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要
な際、備付け資料が活
用されていた

特段の支障なく情報共
有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の
活用

情報共有において必
要な際、備付け資料
が活用されていた

特段の支障なく情報
共有が行われている

情報共有に支障があ
り、改善の余地があ
る

令和3年度評価指標（JAEA（ふげん、人形峠除く）･JNFL（再処理事業部）） 令和4年度評価指標（JAEA・JNFL（2部制訓練対象事業所除く））
見直しの観点など

区分
基準

評価対象の考え方など指標
基準

区分 Ｎｏ． 指標

情
報
共
有
・
通
報

Ｎｏ．

情報共有のための情報フ
ロー

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フ
ロー

訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フ
ローの計画について確認する。

情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②
事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況）、
⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、な
にを、どんな目的で、どのようにの観点からみた、情報伝達の一連の流れをい
う。

また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対
する改善策を反映したものとしているかを確認する。

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準
により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われ
ている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行
われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準
により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われ
ている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行
われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

事象の進展や事故収束戦
略・予測進展の変更といった
状況変化時や、適時に施設全
体を俯瞰した現況について、
テレビ会議システム等での発
話等により説明ができたかを
評価の観点とする。

また、訓練実施後に行うＥ
ＲＣプラント班要員へのアン
ケート結果も踏まえ評価に反
映する。

※即応センターが求められて
いない事業所は、緊急時対策
所に読み替える。

現行指標を継続する。

【補足説明】
・通信機器の操作（即応センターとＥＲＣプラント班を接
続する通信機器の操作）の確認として、訓練中の音声断の
マルファンクションは継続する。
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変悪いが1）とし、
3以上をa、2以上をb、2未満をcとして評価に反映する。(昨
年度と同様)

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応セ
ンターが同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラ
ント状態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等の情報共有をしているかを
評価する。

プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、これと同等のプラント情報表示シ
ステム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことであり、ＥＲＣプラ
ント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有
できるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班または即応センターがそれぞれで
必要な時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評
価に反映する。

なお、この指標はＥＲＳＳの伝送が求められている事業所に限り評価対象とす
る。また、ＥＲＳＳの伝送設備が整備途上の場合は、評価対象外とする。

 

ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目
的に応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲ
Ｃプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向等を即
応センターに伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評
価に反映する。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＣＯＰを用い情報共
有がなされているかを評価する。ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣ
ＯＰに手書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているかを評
価する。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評
価に反映する。
※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応
戦略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される図表であって、各
社で様式や名称は異なる。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を
使用して情報共有をしているかを評価する。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評
価に反映する。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。



評価指標見直し(核燃料施設等（JAEA、JNFL（2部制訓練対象事業所除く）））（案） 　

別添５－１
2/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

令和3年度評価指標（JAEA（ふげん、人形峠除く）･JNFL（再処理事業部）） 令和4年度評価指標（JAEA・JNFL（2部制訓練対象事業所除く））
見直しの観点など

区分
基準

評価対象の考え方など指標
基準

区分 Ｎｏ． 指標Ｎｏ．

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続する。

【補足説明】
①について、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第
１５条事象に係る通報に対して評価する。 し、この訂正報
 は評価に含めない。また、評価の参考として、全ての通
報・連絡及び報告の、誤記、記載漏れ、訂正報の状況につ
いて確認する。
③の「速やか」とは、会議の主旨に鑑み、通報FAXの到着を
待たずに対応することを期待している。EAL判断から確認/
認定までの時間で確認し、時間を要している場合は一連の
対応に問題がなかったかを確認して評価する。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画時にシナリオを
踏まえ期待する間隔とタイミング、期待する報告内容にい
て確認する。

５

【Ｐ】

前年度の訓練結果を踏
まえ中期計画に対して
見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策
定し、計画的に教育や
訓練等を実施してい
る。

前年度の訓練結果を踏
まえ中期計画に対して
見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策
定している。

前年度の訓練結果を踏
まえ中期計画に対して
見直しの検討を行って
いない。

 ５

 【Ｐ】

 前年度の訓練結果を
 踏まえ中期計画に対
 して見直しの検討を
 行い、今年度の訓練
 計画を策定し、計画
 的に教育や訓練等を
 実施している。

 前年度の訓練結果を
 踏まえ中期計画に対
 して見直しの検討を
 行い、今年度の訓練
 計画を策定してい
 る。

 前年度の訓練結果を
 踏まえ中期計画に対
 して見直しの検討を
 行っていない。

訓練実績を踏まえ、良好な対応が継続されていると確認で
きた本指標は備考とする。

 【補足説明】
 訓練結果を踏まえて中期計画に対する見直しの検討が行わ
 れ、かつ、適時のタイミングで中期計画に反映されたかを
 評価基準とする。
 なお、前年度の訓練結果に対する分析等が行われた結果と
 して、中期計画への反映が必要ないという検討がなされて
 いる場合には、Ａ又はＢとなる。

６

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できる

訓練実施計画等が、一
部前回までの訓練の課
題について検証できな
い

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できない

５ ６

【Ｐ】

訓練実施計画等が、
前回までの訓練の課
題について検証でき
る

訓練実施計画等が、
一部前回までの訓練
の課題について検証
できない

訓練実施計画等が、
前回までの訓練の課
題について検証でき
ない

現行指標を継続する。

７

【Ｐ】

全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを非
提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを提
示

６ ７

【Ｐ】

全てのプレーヤに対
して全てのシナリオ
を非提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対
して全てのシナリオ
を提示

現行指標を継続する。

【補足説明】
 訓練と同様のシナリオを用いて事前演習等を実施している
 場合は、シナリオが予見できるに等しいことからシナリオ
 非提示型訓練とは言えない。

９

【Ｄ】

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

９

【Ｄ】

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし 現行指標を継続する。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模擬するため記者会
見で想定される厳しい質問に加え、一般市民の目線で広報
がされているかを外部の目で評価することを目的としてい
る。

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切か
つ迅速に行われているか評価する。
①特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条
事象に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考とし
て、全ての通報、連絡及び報告について、万一、誤記、記載漏れがあった場合に
事業者がこれを発見し訂正報が確実に行われていることを確認する。
②事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に
係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラン
ト班に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
③上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５
条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに対応
できたか、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収
束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行わ
れたか評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めてい
る項目（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出
状況、モニタ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

中期計画の見直し

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

 中期計画の見直し  中 期 的 な 訓 練 計 画 を 策 定 の 上 、 訓 練 実 施 及 び 訓 練 結 果 の 評 価 を 実 施 し 、 当 該 計
 画 へ の 反 映 の 有 無 の 検 討 を 実 施 （ 必 要 に 応 じ 計 画 に 反 映 ） し 、 対 応 能 力 向 上 に 努
 めているかを確認する。

 な お 、 昨 年 度 訓 練 終 了 以 降 か ら 中 期 計 画 見 直 し に 至 る ま で の Ｐ Ｄ Ｃ Ａ の 実 績 を
 確認する。

前回までの訓練の訓練課題
を踏まえた訓練実施計画等
の策定

前回までの訓練の訓練課題
を踏まえた訓練実施計画等
の策定

訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改
善策が有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリ
オ等）となっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等
を含めて確認する。

また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法
（例えば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改善策の有効性を検証す
るための評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されているこ
と）が明確になっているかを確認する。

なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓
練を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

シナリオ非提示型訓練の実
施状況

現行指標を継続するが、より難度の高いシナリオによる訓
練を促すため、確認項目と評価基準を一部見直す。

【補足説明】
 令和元年度と同様に評価する。
①発災を想定する施設(複数又は全施設)
②能力向上を促せるような実効性のある事故シナリオか ・
原子力災害の発生又は拡大の防止のために行う応急措置と
して実施する事故対処の能力向上に資する現場実働、プラ
ント状態の把握を困難とする想定等、実効性を高める工夫
が図られているか。
➂ＥＡＬ判断(複数の異なるＥＡＬ番号)
　・原子力防災管理者の判断を要しないEAL（地震、津波な
ど)は評価外
④場面設定等(３つ以上の付与)
　・時間､場所､気象､体制､資機材､計器故障､人為的ミス､
    OFC対応､判断分岐､その他の区分で確認
　・毎年全く同じ場面設定等とした場合、訓練プレーヤが
    容易に予見可能であり、対応能力向上の幅を広げる
    こと及び訓練の緊張感維持することができないこと
    から、多様化に努めているとは言えない。
評価:全てでA、３つ又は２つでＢ､他はＣ

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動した
プレス対応
②記者等の社外プレーヤの
参加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った
外部への情報発信

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動した
プレス対応
②記者等の社外プレーヤの
参加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った
外部への情報発信

事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うため
に、どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。

なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講
師なども対象とする。④の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成
し、模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。

広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を
有する事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限
り、他の原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

シナリオ非提示型訓練の実
施状況

　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等と

いった訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場
合をシナリオ非提示とする。

８

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナ
リオに取り組んでいた

適度なシナリオであ
り、シナリオの多様化
に努めていた

平易なシナリオであっ
た

７ ８

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシ
ナリオに取り組んで
いた

適度なシナリオであ
り、シナリオの多様
化に努めていた

平易なシナリオで
あった

対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ
難度の高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。

発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻度、発
災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定（時間、場所、気
象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイトセ
ンターを想定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、こ
れら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイントやマルファン
クションの数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・難
度の取り組みについて総合的に確認する。



評価指標見直し(核燃料施設等（JAEA、JNFL（2部制訓練対象事業所除く）））（案） 　

別添５－１
3/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

令和3年度評価指標（JAEA（ふげん、人形峠除く）･JNFL（再処理事業部）） 令和4年度評価指標（JAEA・JNFL（2部制訓練対象事業所除く））
見直しの観点など

区分
基準

評価対象の考え方など指標
基準

区分 Ｎｏ． 指標Ｎｏ．

１０

【Ｄ】

原子力事業者防災業務
計画に定める全ての項
目を実動で実施

原子力事業者防災業務
計画に定める一部の項
目を実動で実施

実動なし

９ １０

【Ｄ】

原子力事業者防災業
務計画に定める全て
の項目を実動で実施

原子力事業者防災業
務計画に定める一部
の項目を実動で実施

実動なし 現行指標を継続する。

１１

【Ａ】

３つ該当 ２～１つ該当 該当なし

１０ １１

【Ａ】

３つ該当 ２～１つ該当 該当なし 現行指標を継続する。

１２

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施され
ている

①のみ実施

１１ １２

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されて
る

①及び②まで実施さ
れている

①のみ実施 現行指標を継続する。

【補足説明】
・規制庁からの指摘で課題の抽出からやり直す社があった
ため、自主的に課題を抽出することを促す。

１３
【Ｐ】
【Ｄ】

原子力防災要員の総数
のうち本訓練を受ける
必要のある者の９０％
以上

８０％以上、９０％未
満

８０％未満

１２ １３
【Ｐ】
【Ｄ】

原子力防災要員の総
数のうち本訓練を受
ける必要のある者の
９０％以上

８０％以上、９０％
未満

８０％未満 現行指標を継続する。

１４
【Ｐ】
【Ｄ】

参集が必要な要員の総
数のうち本訓練を受け
る必要のある者の９
０％以上

８０％以上、９０％未
満

８０％未満

１３ １４
【Ｐ】
【Ｄ】

参集が必要な要員の
総数のうち本訓練を
受ける必要のある者
の９０％以上

８０％以上、９０％
未満

８０％未満 現行指標を継続する。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

【補足説明】
以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実動を実施した訓練
の種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝの有無と内容
・連携状況：現場と緊対所との連携の有無、その他即応セ

【P】

【補足説明】
訓練結果を踏まえて中期計画に対する見直しの検討が行わ
れ、かつ、適時のタイミングで中期計画に反映されたかを
確認する。

訓練報告書届出日

経過日数

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活
動
②原子力事業所災害対策支
援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織
との連動

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活
動
②原子力事業所災害対策支
援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織
との連動

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピア
レビュー等を求めるといった取組について確認する。

①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。また、③は原子
力や防災に関連する第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者
として受け入れた場合も実績に含める。

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた
対策

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた
対策

訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出
し、その課題に対する原因分析を行い、原因分析結果を踏まえた対策の検討が行
われ、具体的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の
記載により確認する。

①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照ら
し何ができて何ができなかったのか分析した上で自主的に課題を抽出しているこ
と、②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析
されていることを確認する。

なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価について
は、この指標で確認する。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
実
績

緊急時対応要員の訓練参加
率（事業所）

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
実
績

緊急時対応要員の訓練参加
率（事業所）

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加
率を確認する。

訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコント
ローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

緊急時対応要員の訓練参加
率（即応センター）

緊急時対応要員の訓練参加
率（即応センター）

参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参
加率を確認する。

訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコント
ローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

なお､この指標は即応センターが求められている事業所に限り評価対象とす
る。

備考

１０条通報に要した時間

備考

１０条通報に要した時間 すべての特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）を対象として、
通報に要した時間（原子力防災管理者が「特定事象の発生」を判断した時刻か
ら、ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント班に発信操作した時刻まで）を確認する。ま
た、ＦＡＸ等の着信確認を確実に行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替
手段での通報・連絡ができたかも確認する。

現場実動訓練の実施 現場実動訓練の実施

　現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する

緊急時対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練等とし

て実施する訓練も確認の対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練

等は含めない。

参考

中期計画見直し

中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画
への反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努め
ているかを確認する。

なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を
確認する。

評価指標だけで表せない取組等を記述する。 評価指標だけで表せない取組等を記述する。
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Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｄ】

緊急時対策所とＥＲＣ
プラント班との情報共
有

改善の取組により能力
向上が図られている

一部に改善の余地があ
る

一層の改善が必要であ
る

１

【Ｄ】

緊急時対策所とＥＲＣ
プラント班との情報共
有

改善の取組により能力
向上が図られている

一部に改善の余地があ
る

一層の改善が必要であ
る

事故・プラントの状況（現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状
況、負傷者の発生等の発生イベント、現況）、進展予測と事故収束対応（事故の進
展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策））、戦略の進捗状
況（事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況）について、ＥＲＣプラント
班との情報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがなく緊急時対
策所から積極的に情報提供がされているかを評価する。
事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設

全体の現況について説明ができたか、また、図表などの視覚情報（ＥＲＣ備付け資
料）の活用、リエゾンの活動（ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、緊急時
対策所を補助するという目的に応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必
要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプ
ラント班の意向等を緊急時対策所等に伝達しているか等）を評価する。

【２部制訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練を対象として評価する。なお、第
1部訓練において特定事象に至らない場合、リエゾンの活動、ＣＯＰの活用を評価
対象から除外する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
評価の観点は実用炉と同じく以下の通りとするが、ＥＲＣプ
ラント班のアンケートによる評価は実施しない
○ＥＲＣプラント班との情報共有
　①事故・プラントの状況
　②進展予測と事故収束対応戦略
　③戦略の進捗状況
○情報共有のためのツール等の活用
　①リエゾンの活動
　②ＣＯＰの活用
　③ＥＲＣ備付け資料の活用

2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 第1 部 訓 練 を 対 象 と し
 て 評 価 す る 。 な お 、 第1 部 訓 練 に お い て 特 定 事 業 に 至 ら な い 場
 合 、 上 記 の 評 価 項 目 の う ち 、 リ エ ゾ ン の 活 動 、 Ｃ Ｏ Ｐ の 活 用
 を評価対象から除外する。

２

【Ｄ】

確実な通報・連絡の実
施
①ＦＡＸ等の通報が１
５分以内
②通報文の正確性
③ＥＡＬ判断根拠の説
明
④第２５条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

２

【Ｄ】

確実な通報・連絡の実
施
①ＦＡＸ等の通報が１
５分以内
②通報文の正確性
③ＥＡＬ判断根拠の説
明
④第２５条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ
迅速に行われているか評価する。
①ＥＡＬに該当する事象（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係
る事象）を原子力防災管理者が判断した時刻から、ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント班
に発信操作した時刻までを計測して評価する。また、ＦＡＸ等の着信確認を確実に
行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡ができたかを評
価に含める。
②特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事
象に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考として、
全ての通報、連絡及び報告について、万一、誤記、記載漏れがあった場合に事業者
がこれを発見し訂正報が確実に行われていることを確認する。
③事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係
る事象）に、 通 信 機 器 （ 電 話 、 テ レ ビ 会 議 シ ス テ ム 等 ） に お い て Ｅ Ｒ Ｃ プ ラ ン ト 班
 に 対 し 当 該 Ｅ Ａ Ｌ の 判 断 根 拠 の 説 明 が 適 切 に 行 わ れ た か 評 価 す る 。ＥＲＣプラント
班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班
からの会議招集に対し速やかに対応できたか、会議において組織を代表する者が発
生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ簡潔に行われたか評価
する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われ
たか評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めている項
目（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、
モニタ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。

【２部訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第１部訓練では警戒事態通報及びその後の
経過報について上記を準用して評価する。第2部訓練では、特定事象発生通報（原
災法第１０条及び第１５条事象）等について、訓練コントローラーからの条件付与
に基づき、上記に基づき適切かつ迅速に行われているか評価する。

訓練において対応が定着してきたことを受けて、これまで試
行的に備考で確認していた１０条確認会議等の対応を以下の
とおり評価指標とする。

③事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１
０条及び第１５条に係る事象）に、 通 信 機 器 （ 電 話 、 テ レ ビ
 会 議 シ ス テ ム 等 ） に お い て Ｅ Ｒ Ｃ プ ラ ン ト 班 に 対 し 当 該 Ｅ Ａ
 Ｌ の 判 断 根 拠 の 説 明 が 適 切 に 行 わ れ た か 評 価 す る 。ＥＲＣプ
ラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議を開
催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに
対応できたか、会議において組織を代表する者が発生事象、
事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ簡潔に行
われたか評価する。

【補足説明】
②について、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１
５条事象に係る通報に対して評価する。 し 、 こ の 訂 正 報 は 評
 価 に 含 め な い 。また、評価の参考として、全ての通報・連絡
及び報告の、誤記、記載漏れ、訂正報の状況について確認す
る。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画時にシナリオを踏
まえ期待する間隔とタイミング、期待する報告内容にいて確
認する。

2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 第2 部 訓 練 を 対 象 と
 し 、 特 定 事 象 発 生 通 報 （ 原 災 法 第 １ ０ 条 及 び 第 １ ５ 条 事 象 ）
 等 に つ い て 、 訓 練 コ ン ト ロ ー ラ ー か ら の 条 件 付 与 に 基 づ き 、
 適切かつ迅速に行われているか評価する。

３

【Ｄ】

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲ
Ｃプラント班を接続す
る通信機器の操作）

通信機器の操作に習熟
し、円滑に対応してい
た

通信機器の操作に支障
はないが、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作に支障
があり、改善が必要で
ある

３

【Ｄ】

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲ
Ｃプラント班を接続す
る通信機器の操作）

通信機器の操作に習熟
し、円滑に対応してい
た

通信機器の操作に支障
はないが、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作に支障
があり、改善が必要で
ある

電話の操作（ＥＲＣ音声会議システムへの接続、混信防止のマイク音量調整、
ヘッドマイクセットとスピーカーフォンの切替など）、テレビ会議システムの操作
（マイク音量調整や映像ソース切替、書画装置のフォーカス調整など）など通信機
器の操作、及び使用している通信機器（ＦＡＸ、電話、テレビ会議システム等）に
支障が発生した場合の代替手段への移行操作について確認し、ＥＲＣプラント班と
の情報共有に支障がないかを評価する。

【２部訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練を対象として評価する。

現行指標を継続する。

 【補足説明】
2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 第1 部 訓 練 を 対 象 と し
 て評価する。

４

【Ｐ】

中期計画見直し 前年度の訓練結果を踏
まえ中期計画に対して
見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策
定し、計画的に教育や
訓練等を実施してい
る。

前年度の訓練結果を踏
まえ中期計画に対して
見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策
定している。

前年度の訓練結果を踏
まえ中期計画に対して
見直しの検討を行って
いない。

 ４

 【Ｐ】

 中期計画見直し  前年度の訓練結果を踏
 まえ中期計画に対して
 見直しの検討を行い、
 今年度の訓練計画を策
 定し、計画的に教育や
 訓練等を実施してい
 る。

 前年度の訓練結果を踏
 まえ中期計画に対して
 見直しの検討を行い、
 今年度の訓練計画を策
 定している。

 前年度の訓練結果を踏
 まえ中期計画に対して
 見直しの検討を行って
 いない。

 中 期 的 な 訓 練 計 画 を 策 定 の 上 、 訓 練 実 施 及 び 訓 練 結 果 の 評 価 を 実 施 し 、 当 該 計 画
 へ の 反 映 の 有 無 の 検 討 を 実 施 （ 必 要 に 応 じ 計 画 に 反 映 ） し 、 対 応 能 力 向 上 に 努 め て
 いるかを確認する。
 な お 、 昨 年 度 訓 練 終 了 以 降 か ら 中 期 計 画 見 直 し に 至 る ま で の Ｐ Ｄ Ｃ Ａ の 実 績 を 確

 認する。

訓練実績を踏まえ、良好な対応が継続されていると確認でき
た本指標は備考とする。

 【補足説明】
 訓 練 結 果 を 踏 ま え て 中 期 計 画 に 対 す る 見 直 し の 検 討 が 行 わ
 れ 、 か つ 、 適 時 の タ イ ミ ン グ で 中 期 計 画 に 反 映 さ れ た か を 評
 価基準とする。
 な お 、 前 年 度 の 訓 練 結 果 に 対 す る 分 析 等 が 行 わ れ た 結 果 と し
 て 、 中 期 計 画 へ の 反 映 が 必 要 な い と い う 検 討 が な さ れ て い る
 場合には、Ａ又はＢとなる。

2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 主 に 第1 部 訓 練 を 対 象
 として評価する。

評価対象の考え方など

情
報
共
有
・
通
報

情
報
共
有
・
通
報

見直しの観点など
区分 Ｎｏ． 指標

基準
区分 Ｎｏ． 指標

基準

令和3年度評価指標（核燃料施設等(JAEA及びJNFL除く)） 令和4年度評価指標（核燃料施設等（JAEA,JNFLは2部制訓練対象事業所））（案）

原
子
力
事
業
者

原
子
力
事
業
者
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Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
評価対象の考え方など

見直しの観点など
区分 Ｎｏ． 指標

基準
区分 Ｎｏ． 指標

基準

令和3年度評価指標（核燃料施設等(JAEA及びJNFL除く)） 令和4年度評価指標（核燃料施設等（JAEA,JNFLは2部制訓練対象事業所））（案）

５

【Ｐ】

前回までの訓練の訓練
課題を踏まえた訓練実
施計画等の策定

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できる

訓練実施計画等が、一
部前回までの訓練の課
題について検証できな
い

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できない

４ ５

【Ｐ】

前回までの訓練の訓練
課題を踏まえた訓練実
施計画等の策定

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できる

訓練実施計画等が、一
部前回までの訓練の課
題について検証できな
い

訓練実施計画等が、前
回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善
策が有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ
等）となっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含
めて確認する。
なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練

を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

【2部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して評価する。

現行指標を継続する。

 【補足説明】
2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 主 に 第1 部 訓 練 を 対 象
 として評価する。
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評価指標見直し(核燃料施設等（JAEA,JNFLは2部制訓練対象事業所))(案) 　

別添５－２
3/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
評価対象の考え方など

見直しの観点など
区分 Ｎｏ． 指標

基準
区分 Ｎｏ． 指標

基準

令和3年度評価指標（核燃料施設等(JAEA及びJNFL除く)） 令和4年度評価指標（核燃料施設等（JAEA,JNFLは2部制訓練対象事業所））（案）

６

【Ｐ】

シナリオ非提示型訓練
の実施状況

全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを非
提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを提
示

５ ６

【Ｐ】

シナリオ非提示型訓練
の実施状況

全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを非
提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対し
て全てのシナリオを提
示

　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といっ

た訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合をシ
ナリオ非提示とする。

【2部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して評価する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
訓練と同様のシナリオを用いて事前演習等を実施している場
合は、シナリオが予見できるに等しいことからシナリオ非提
示型訓練とは言えない。

2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 第1 部 訓 練 を 対 象 と し
 て評価する。

７

【Ｐ】

シナリオの多様化・難
度

難度が高く多様なシナ
リオに取り組んでいた

適度なシナリオであ
り、シナリオの多様化
に努めていた

平易なシナリオであっ
た

６ ７

【Ｐ】

シナリオの多様化・難
度

難度が高く多様なシナ
リオに取り組んでいた

適度なシナリオであ
り、シナリオの多様化
に努めていた

平易なシナリオであっ
た

対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ難
度の高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。
発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻度、発災

原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定（時間、場所、気象、
防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイトセンター
を想定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、これら要因
の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイントやマルファンクションの
数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・難度の取り組み
について総合的に確認する。

【２部制訓練】
2部制訓練を実施する施設において、第1部訓練については、上記の観点からEALに
関する事項を除いて評価し、第2部訓練については、発生するEALの多様化（前年度
と異なるEALの想定等）、通信連絡体制（通報文作成者の不在等）、通信方法の多
様性（衛星通信の使用等）が図られているか等のEALに関する事項を評価する。

従来からの訓練は現行指標を継続する。２部制訓練の場合は
第２部訓練のシナリオの多様性の考え方を見直す。

【補足説明】
○核燃料施設等については、発生事象が限られていることか
ら、主にシナリオの多様化の取り組みを評価する。
・場面設定等により訓練プレーヤへ難度の高い課題を与えて
いるかを確認する（多様化の取り組み数を確認）
・発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況、発生事象の深刻
度、発災原因、プラント状態の設定について取り組んだ場合
は、シナリオの多様化のひとつとして評価する。
○ 令 和 元 年 度 の 実 績 を 踏 ま え 令 和2 年 度 の 評 価 は 以 下 の と お り
 とする。
場面設定等
・発災を想定する施設数､EAL判断(複数の異なるEAL番号)

※地震･津波等は評価外､場所､気象､体制､資機材､計器故障､
人為的ミス､OFC対応､判断分岐､その他の区分で確認
・毎年全く同じ場面設定等とした場合、訓練プレーヤが容易
に予見可能であり、対応能力向上の幅を広げること及び訓練
の緊張感維持することができないことから、多様化に努めて
いるとは言えない。
・評価:３つ以上でＡ､２つでＢ､他はＣ（２部制訓練の場合は
第１部訓練でで多様性が３つ以上であっても２部制訓練で多
様性がなければBとする。）

2 部 制 訓 練 を 実 施 す る 施 設 に お い て 、 第1 部 訓 練 に つ い て は 、
 上 記 の 観 点 か らEAL に 関 す る 事 項 除 い て 評 価 し 、 第2 部 訓 練 に
 つ い て は 、 発 生 す るEAL の 多 様 化 （ 前 年 度 と 異 な るEAL の 想 定
 等）が図られているか等のEALに関する事項を評価する。

８

【Ｄ】

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動
したプレス対応
②記者等の社外プレー
ヤの参加（他原子力事
業者広報担当等を含
む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを
使った外部への情報発
信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

７ ８

【Ｄ】

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動
したプレス対応
②記者等の社外プレー
ヤの参加（他原子力事
業者広報担当等を含
む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを
使った外部への情報発
信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし 事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うため
に、どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師

なども対象とする。④の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模
擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。
広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有

する事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限り、
他の原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

【2部制訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練又は第2部訓練のほか、要素訓練
を含めて評価する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模擬するため記者会見
で想定される厳しい質問に加え、一般市民の目線で広報がさ
れているかを外部の目で評価することを目的としている。
また、他原子力事業者広報担当等の参加は、原子力事業者が
答えにくい質問に加え、相互に評価することで対応力の向上
を目的としている。

2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 第1 部 訓 練 又 は 第2 部 訓
 練のほか、要素訓練を含めて評価する。

９

【Ｄ】

後方支援活動
①原子力事業者間の支
援活動
②原子力事業所災害対
策支援拠点との連動

原子力事業者防災業務
計画に定める全ての項
目を実動で実施

原子力事業者防災業務
計画に定める一部の項
目を実動で実施

実動なし

８ ９

【Ｄ】

後方支援活動
①原子力事業者間の支
援活動
②原子力事業所災害対
策支援拠点との連動

原子力事業者防災業務
計画に定める全ての項
目を実動で実施

原子力事業者防災業務
計画に定める一部の項
目を実動で実施

実動なし 事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を
評価する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に
機能させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。評価の対象とはしない
が、実動で訓練を行わない場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡と
は、実対応と同じ連絡先と情報のやり取りを実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めている事業所に限り評
価対象とする。なお、事業者間の協定等がない事業所であって、自社の他事業所か
らの支援活動が定めている場合は評価対象とする。

【2部制訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練のほか、要素訓練を含めて評価す
る。

現行指標を継続する。

【補足説明】
「要素訓練も評価の対象に含める」とは、後方支援活動のう
ち一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓練で実動するな
ど、複数の訓練を組み合わせて一連の後方支援活動の訓練が
行われる場合は実動として評価する。
例 総合訓練で実動
　　要請連絡､支援場所受入･支援活動
　要素訓練
　　総合訓練開始前に移動を実動

2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 第1 部 訓 練 の ほ か 、 要
 素訓練を含めて評価する。

１０

【Ａ】

訓練への視察など
①他原子力事業者への
視察
②自社訓練の視察受入
れ
③ピアレビュー等の受
入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

９ １０

【Ａ】

訓練への視察など
①他原子力事業者への
視察
②自社訓練の視察受入
れ
③ピアレビュー等の受
入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし 訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレ
ビュー等を求めるといった取組について確認する。
①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。また、③は原子力

や防災に関連する第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者とし
て受け入れた場合も実績に含める。

【2部制訓練】
2部制訓練を実施施設において、②における自社訓練や③におけるピアレビューを
受ける訓練は、第1部訓練を対象とする。また、①及び④における他社の訓練は、
他社の第2部訓練及び要素訓練を除く。

現行指標を継続する。

 【補足説明】
2 部 制 訓 練 を 実 施 施 設 に お い て 、 ② に お け る 自 社 訓 練 や ③ に お
 け る ピ ア レ ビ ュ ー を 受 け る 訓 練 は 、 第1 部 訓 練 を 対 象 と す る 。
 ま た 、 ① 及 び ④ に お け る 他 社 の 訓 練 は 、 第2 部 訓 練 及 び 要 素 訓
 練を除く。
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評価指標見直し(核燃料施設等（JAEA,JNFLは2部制訓練対象事業所))(案) 　

別添５－２
4/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
評価対象の考え方など

見直しの観点など
区分 Ｎｏ． 指標

基準
区分 Ｎｏ． 指標

基準

令和3年度評価指標（核燃料施設等(JAEA及びJNFL除く)） 令和4年度評価指標（核燃料施設等（JAEA,JNFLは2部制訓練対象事業所））（案）

１１

【Ｃ】
【Ａ】

訓練結果の自己評価・
分析
①問題点から課題の抽
出
②原因分析
③原因分析結果を踏ま
えた対策

①～③が実施されてる ①及び②まで実施され
ている

①のみ実施

１０ １１

【Ｃ】
【Ａ】

訓練結果の自己評価・
分析
①問題点から課題の抽
出
②原因分析
③原因分析結果を踏ま
えた対策

①～③が実施されてる ①及び②まで実施され
ている

①のみ実施 訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、
その課題に対する原因分析を行い、原因分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、
具体的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載によ
り確認する。
①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし

何ができて何ができなかったのか分析した上で自主的に課題を抽出していること、
②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されて
いることを確認する。

【2部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して評価する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
・規制庁からの指摘で課題の抽出からやり直す社があったた
め、自主的に課題を抽出することを促す。

2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 主 に 第1 部 訓 練 を 対 象
 として評価する。

原
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力
事
業
者
防
災
訓
練
の
実

績
１２
【Ｐ】
【Ｄ】

緊急時対応要員の訓練
参加率（事業所）

原子力防災要員の総数
のうち本訓練を受ける
必要のある者の９０％
以上

８０％以上、９０％未
満

８０％未満 原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
実

績
１１ １２
【Ｐ】
【Ｄ】

緊急時対応要員の訓練
参加率（事業所）

原子力防災要員の総数
のうち本訓練を受ける
必要のある者の９０％
以上

８０％以上、９０％未
満

８０％未満 原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率
を確認する。
訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントロー

ラを含めるが、評価者は含めない。

　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

【補足説明】
2部制訓練を実施した施設においては、第1部訓練及び第2部訓練のそれぞれを対象
として評価する。

現行指標を継続する。

 【補足説明】
2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 第1 部 訓 練 及 び 第2 部 訓
 練のそれぞれを対象として評価する。

【Ｄ】  【Ｄ】

 Ｅ Ｒ Ｃ プ ラ ン ト 班 は 事 業 者 と の １ ０ 条 確 認 会 議 、 １ ５ 条 認 定 会 議 を 開 催 す る が 、 Ｅ
 Ｒ Ｃ プ ラ ン ト 班 か ら の 会 議 招 集 に 対 し 速 や か に 対 応 で き た か 、 会 議 に お い て 組 織 を
 代 表 す る 者 が 発 生 事 象 、 事 象 進 展 の 予 測 、 事 故 収 束 対 応 等 の 説 明 が 適 切 か つ 簡 潔 に
 行われたか確認する。

訓練実績を踏まえ、これまで試行的に備考と位置づけ確認し
てきた本項目は評価指標とする。

 【補足説明】
2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 第2 部 訓 練 を 対 象 と し
 て 評 価 す る 。 な お 、 発 生 事 象 、 事 象 進 展 の 予 測 、 事 故 収 束 対
 応 等 に つ い て は 、 コ ン ト ロ ー ラ ー か ら の 付 与 条 件 に 基 づ き 、
 説明できているか確認する。

【P】

中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画
への反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努めて
いるかを確認する。
なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確

認する。

【2部制訓練】
第１部訓練及び第２部訓練を総合して確認する。

【補足説明】
訓練結果を踏まえて中期計画に対する見直しの検討が行わ
れ、かつ、適時のタイミングで中期計画に反映されたかを確
認する。

【Ｄ】 【Ｄ】

　現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する緊

急時対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練等として

実施する訓練も確認の対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練等

は含めない。

【2部制訓練】
2部制訓練を実施した施設においては、主に第1部訓練を対象として確認する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実動を実施した訓練の
種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝの有無と内容
・連携状況：現場と緊対所との連携有無
・他事業者評価：受入れ状況

2 部 制 訓 練 を 実 施 し た 施 設 に お い て は 、 主 に 第1 部 訓 練 を 対 象
 として評価する。

１０条確認会議等の対応

備考

中期計画見直し

備考

現場実動訓練の実施

 １０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施

評価指標だけで表せない取組等を記述する。 評価指標だけで表せない取組等を記述する。
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